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「中国人民共和国特許法（以下特許法という）」第３回改正法は、2009 年

10 月 1 日より施行されました。 

国務院における 2009 年 12 月 30 日の可決により、2010 年 1 月 9 日に特許法

実施細則が公布され、2月 1日から施行されることになりました。弊所では、

『現行実施細則と改正法実施細則の新旧対照表』の日本語訳を添付の通り作成

いたしました。皆様にお役に立てれば幸いでございます。 

改正法についてご不明点がございましたら、どうぞご遠慮なくお申し付け下

さい。 
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留意点： 

１、特許法第 20 条に関わる「機密保持審査」の手続及び「中国で完成した

発明」の定義について、実施細則第 8条、第 9条に具体的に規定されま

した。かつ、「機密保持審査」の対象は発明特許だけではなく、実用新

案特許も審査の対象となり、機密保持審査の請求から 4 ヶ月以内に機密

保持審査通知を受領しなかった場合、また同機密保持審査通知を受け取

っても6ヶ月以内に機密保持を必要とする決定を受領しなかった場合は

外国に特許出願もしくは関連する国外機構に国際特許出願できること

が規定されました。 

２、遺伝資源に関する規定が追加されています(第 26 条)。 

３、意匠の「簡単な説明」の内容について第 28 条に規定されました。 

４、報奨金と報酬金について、第 76 条と第 77 条に改正規定されました。改

正後の報奨金と報酬金の支給方式及び金額については、国営企業のみな

らず、民営企業であっても、会社と発明者又は創作者との間に約定があ

れば、その約定が優先されます。約定がなければ、当該実施細則に規定

された金額を支給しなくてはなりません。 

訳注：「特許」（専利）は、発明（発明）、実用新案（実用新型）、意匠（外観設

計）を包括した語です。 
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中国特許法第三回改正に関わる 

『現行実施細則と改正実施細則の新旧対照表』 

（2009 年 12 月 30 日改正：2010 年 2 月 1 日施行） 

 

2009 年 12 月 30 日、国務院第 95 回常務会議において、«「中国人民共和国特

許法実施細則」改正に関する国務院の決定»が可決されました。総理温家宝が

2010 年 1 月 9 日に第 569 号中国人民共和国国務院令に署名し、改正特許法実施

細則の公布を命じました。
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中華人民共和国特許法実施細則（細則）の新旧比較 

黒字：修正の部分 

 

現行細則 改正細則 

第１章 総則 第１章 総則 

第１条 中華人民共和国特許法（以

下、特許法という）に基づき本細則

を制定する。 

第１条  中華人民共和国特許法

（以下、 

特許法という）に基づき本細則を制

定する。    

第２条 特許法でいう発明とは、物

品、方法又はそれらを改良して提出

された新たな技術構想をいう。 

特許法でいう実用新案とは、物品

の形状、構造又はそれらの結合して

提出された実用に適する新たな技術

構想をいう。 

特許法にいう意匠とは、物品の形

状、図案又はそれらの結合、及び色

彩と形状、図案の結合によってもた

らされる美観に富み、工業応用に適

する新たなデザインをいう。 

 

 

 

 

削除 

“既に特許法に定められているた

め” 

第３条 特許法及び本細則に規定さ

れた各種の手続は、書面形式又は国

務院特許行政部門が規定するその他

の形式にて行わなければならない。

第２条 特許法及び本細則に規定

された各種の手続は、書面形式又は

国務院特許行政部門が規定するそ

の他の形式にて行 

わなければならない。 

第４条 特許法及び本細則の規定に

従って提出する各種書類は、中国語

を使用しなければならない。国家が

統一して規定した科学技術用語があ

る場合には、規範の用語を使用しな

ければならない。外国の人名、地名

及び科学技術用語に統一した中国語

訳がない場合には、原文を注記しな

ければならない。 

特許法及び本細則の規定に従って

第３条 特許法及び本細則の規定

に従って提出する各種書類は、中国

語を使用しなければならない。国家

が統一して規定した科学技術用語

がある場合には、規範の用語を使用

しなければならない。外国の人名、

地名及び科学技術用語に統一した

中国語訳がない場合には、原文を注

記しなければならない。 

 特許法及び本細則の規定に従っ
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提出する各種証明書類が外国語であ

る場合であって、国務院特許行政部

門が必要と認めるときは、当事者に

指定期限までに中翻文を添付・送付

するよう要求することができる。期

間が満了しても添付・送付がなされ

なかった場合には、当該証明書類が

提出されなかったものとみなす。 

て提出する各種証明書類が外国語

である場合であって、国務院特許行

政部門が必要と認めるときは、当事

者に指定期限までに中翻文を添

付・送付するよう要求することがで

きる。期間が満了しても添付・送付

がなされなかった場合には、当該証

明書類が提出されなかったものと

みなす。 

第５条 国務院特許行政部門に郵送

された各種書類は、差し出し消印の

日をもって提出日とし、消印の日付

けが不明瞭な場合には、当事者が証

明を提出できる場合を除き、国務院

特許行政部門が受け取った日をもっ

て提出日とする。 

国務院特許行政部門の各種書類

は、郵送、手渡し又はその他の方式

にて当事者に送達することができ

る。当事者が特許代理機構に委任し

ている場合には、書類を特許代理機

構に送付する。特許代理機構に委任

していない場合には、書類を願書に

明示された連絡者に送付する。 

国務院特許行政部門が郵送した各

種書類は、書類発送の日から１５日

目を当事者が受け取った日と推定す

る。 

国務院特許行政部門の規定に基づ

き、手渡さなければならない書類は、

交付日をもって送達日とする。 

引渡し住所が不明であり郵送でき

ない場合、公告方式にて当事者に送

達することができる。公告の日から

１月が満了したら、当該書類は送達

されたものとみなす。 

第４条 国務院特許行政部門に郵

送された各種書類は、差し出し消印

の日をもって提出日とし、消印の日

付けが不明瞭な場合には、当事者が

証明を提出できる場合を除き、国務

院特許行政部門が受け取った日を

もって提出日とする。 

国務院特許行政部門の各種書類

は、郵送、手渡し又はその他の方式

にて当事者に送達することができ

る。当事者が特許代理機構に委任し

ている場合には、書類を特許代理機

構に送付する。特許代理機構に委任

していない場合には、書類を願書に

明示された連絡者に送付する。 

国務院特許行政部門が郵送した

各種書類は、書類発送の日から１５

日目を当事者が受け取った日と推

定する。 

国務院特許行政部門の規定に基

づき、手渡さなければならない書類

は、交付日をもって送達日とする。

 引渡し住所が不明であり郵送で

きない場合、公告方式にて当事者に

送達することができる。公告の日か

ら１月が満了したら、当該書類は送

達されたものとみなす。 
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第６条 特許法及び本細則で規定す

る期間の第１日目は期間に算入しな

い。期間が年又は月をもって計算す

る場合、その最後の一月の相応する

日をもって期間満了日とし、当該月

に相応する日がない場合には、当該

月の最後の１日を期間満了日とす

る。期間満了日が法定の休・祝日で

ある場合、休・祝日後の最初の業務

日を期間満了日とする。 

第５条 特許法及び本細則で規定

する期間の第１日目は期間に算入

しない。期間が年又は月をもって計

算する場合、その最後の一月の相応

する日をもって期間満了日とし、当

該月に相応する日がない場合には、

当該月の最後の１日を期間満了日

とする。期間満了日が法定の休・祝

日である場合、休・祝日後の最初の

業務日を期間満了日とする。 

第７条 当事者が不可抗力的事由に

て特許法若しくは本細則で規定する

期限又は国務院特許行政部門が指定

する期限に遅れた結果、その権利を

喪失した場合、障害が消失した日か

ら２ヶ月以内、遅くとも期間満了日

から２年以内に、国務院特許行政部

門に対し理由を説明し、且つ関連す

る証明書類を付して、権利の回復を

請求することができる。 

当事者が正当な理由により特許法

若しくは本細則で規定する期限又は

国務院特許行政部門が指定する期限

を徒過し、その権利の喪失を招来し

た場合、国務院特許行政部門の通知

を受け取った日から２ヶ月以内に、

国務院特許行政部門に対し理由を説

明して権利の回復を請求することが

できる。 

当事者が国務院特許行政部門が指

定した期限の延長を請求する場合、

期間満了前に、国務院特許行政部門

に理由を説明し、且つ関連手続をと

らなければならない。 

本条第１項及び第２項の規定は、

特許法第２４条、第２９条、第４２

第６条 当事者が不可抗力的事由

にて特許法若しくは本細則で規定

する期限又は国務院特許行政部門

が指定する期限に遅れた結果、その

権利を喪失した場合、障害が消失し

た日から２ヶ月以内、遅くとも期間

満了日から２年以内に、国務院特許

行政部門に対し権利の回復を請求

することができる。 

 前項に規定する場合を除き、当事

者がその他の正当な理由により特

許法若しくは本細則で規定する期

限又は国務院特許行政部門が指定

する期限に遅れた結果、その権利を

喪失した場合、国務院特許行政部門

の通知を受け取った日から２ヶ月

以内に、国務院特許行政部門に対し

権利の回復を請求することができ

る。 

当事者が本条第１項、第２項の規

定に基づいて権利回復を請求する

場合は、権利回復請求書を提出し、

理由を説明しなければならず、必要

な場合には関連証明書類を付し、且

つ権利喪失前にとるべきであった

相応の手続を行わなければならな
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条、第６２条に規定された期限には

適用しない。 

い。本条第２項の規定に基づいて権

利回復を請求する場合には、更に権

利回復請求料を納付しなければな

らない。 

当事者が国務院特許行政部門が

指定した期限の延長を請求する場

合、期間満了前に、国務院特許行政

部門に理由を説明し、且つ関連手続

をとらなければならない。 

本条第１項及び第２項の規定は、

特許法第２４条、第２９条、第４２

条、第６８条に規定された期限には

適用しない。 

第８条 発明特許出願が国防関係の

国家機密に係り機密保持を必要とす

る場合、国防特許機構が受理する。

国務院特許行政部門が受理した国防

関係の国家機密に係り機密保持を必

要とする発明特許出願は、国防特許

機構に移管し、審査を受けなければ

ならない。国務院特許行政部門は、

国防特許機構の審査意見に従って決

定を行う。  

 前項に規定の場合を除き、国務院

特許行政部門は、発明特許出願を受

理後、機密保持審査を必要とする出

願を国務院の関連主管部門に転送し

て審査を受けなければならない。関

連主管部門は、当該出願を受け取っ

てから４ヶ月以内に審査結果を国務

院特許行政部門へ通知しなければな

らない。機密保持の必要がある場合、

国務院特許行政部門は機密保持特許

出願に従って処理し、且つ出願人に

通知する。 

第７条 特許出願が国防利益に係

り機密保持を必要とする場合、国防

特許機構が受理し、審査を行う。国

務院特許行政部門が受理した特許

出願が国防利益に係り機密保持を

必要とする場合、遅滞なく国防特許

機構に移管し、審査を受けなければ

ならない。国防特許機構の審査の結

果、拒絶理由を発見しなかった場合

、国務院特許行政部門は、国防特許

権を授与する決定を行う。 

国務院特許行政部門が、その受理し

た発明又は実用新案の特許出願が

国防利益以外の国家の安全又は重

大な利益に係り機密保持を必要と

するものであると認めるときは、遅

滞なく機密保持特許出願に従って

処理を行う決定をし、且つ出願人に

通知しなければならない。機密保持

特許出願の審査、復審及び機密保持

特許権の無効宣告の特殊手続きは、

国務院特許行政部門により規定す

る。
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第８条 特許法第２０条でいう中

国で完成させた発明又は実用新案

とは、技術構想の実質的内容が中国

の領域内で完成された発明又は実

用新案を指す。 

いかなる単位又は個人も、中国で完

成させた発明又は実用新案を外国

に特許出願する場合には、以下に列

記する方式の一に従って、国務院特

許行政部門が機密保持審査を行う

ことを請求しなければならない。 

（１）直接外国へ特許出願する又は

関連する国外機構に特許国際出願

を提出する場合、事前に国務院特許

行政部門に機密保持審査請求を提

出し、且つその技術構想を詳細に説

明しなければならない。 

（２）国務院特許行政部門に特許出

願をした後で、外国に特許を出願す

る又は関連する国外機構に特許国

際出願を提出しようとする場合、外

国に特許出願をする又は関連する

国外機構に特許国際出願を提出前

に国務院特許行政部門に機密保持

審査請求を提出しなければならな

い。 

国務院特許行政部門に特許国際出

願を提出した場合、機密保持審査の

請求を同時に提出したものとみな

す。 

 

第９条 国務院特許行政部門は、本

細則第８条の規定に従って提出さ

れた請求を受理した後、審査の結

果、当該発明又は実用新案が国家の
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安全又は重大な利益に係り、機密保

持を必要とすると認めた場合、直ち

に、出願人に機密保持審査通知を出

さなければならない。出願人がその

請求を提出した日から４ヶ月以内

に機密保持審査通知を受領しなか

った場合、出願人は、当該発明又は

実用新案を外国に特許出願する又

は関連する国外機構に特許国際出

願を提出することができる。 

国務院特許行政部門は、前項の規定

に従って通知をし、機密保持審査を

行う場合、直ちに、機密保持を必要

とするか否かの決定をし、出願人に

通知しなければならない。出願人が

その機密保持審査請求を提出した

日から６ヶ月以内に機密保持を必

要とする決定を受領しなかった場

合、出願人は、当該発明又は実用新

案を外国に特許出願する又は関連

する国外機構に特許国際出願を提

出することができる。

第９条 特許法第５条でいう国家の

法律に違反する発明創造には、その

実施のみを国家の法律で禁止してい

る発明創造を含まない。 

第１０条  特許法第５条でいう国

家の法律に違反する発明創造には、

その実施のみを国家の法律で禁止

している発明創造を含まない。 

第１０条 特許法第２８条及び第４

２条に規定された場合を除き、特許

法でいう出願日とは、優先権がある

場合には、優先権日を指す。 

本細則でいう出願日とは、別段の

定めがある場合を除き、特許法第２

８条に規定された出願日を指す。 

第１１条 特許法第２８条及び第

４２条に規定された場合を除き、特

許法でいう出願日とは、優先権があ

る場合には、優先日を指す。 

 本細則でいう出願日とは、別段の

定めがある場合を除き、特許法第２

８条に規定された出願日を指す。 

第１１条 特許法第６条でいう所属

単位の任務を遂行し、完成させた発

明創造とは、以下のものを指す。 

第１２条 特許法第６条でいう所

属単位の任務を遂行し、完成させた

発明創造とは、以下のものを指す。
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（１）職務中になされた発明創造；

（２）所属単位が与えた職務以外の

任務においてなされた発明創造； 

（３）退職、定年退職又は職場変更

の後１年以内になされた、原単位で

担当していた職務又は原単位が与え

た任務に関連する発明創造。 

特許法第６条でいう単位には臨時

に勤務した単位を含む。特許法第６

条でいう所属単位の物質的技術的条

件とは、所属単位の資金、設備、部

品、原材料又は外部に公開していな

い技術資料等を指す。 

（１） 職務中になされた発明創

造； 

（２）所属単位が与えた職務以外の

任務においてなされた発明創造； 

（３）定年退職、原単位の転勤又は

労働、人事関係終了後１年以内にな

された、原単位で担当していた職務

又は原単位が与えた任務に関連す

る発明創造。 

特許法第６条でいう単位には臨

時に勤務した単位を含む。特許法第

６条でいう所属単位の物質的技術

的条件とは、所属単位の資金、設備、

部品、原材料又は外部に公開してい

ない技術資料等を指す。 

第１２条 特許法でいう発明者又は

創作者とは、発明創造の実質的特徴

に対して創造的な貢献をした人を指

す。発明創造を完成させる過程にお

いて、組織の業務に責任があるだけ

の人、物質的技術的条件の利用・提

供に便宜を与えた人又はその他補助

業務に従事した人は発明者又は創作

者ではない。 

第１３条 特許法でいう発明者又

は創作者とは、発明創造の実質的特

徴に対して創造的な貢献をした人

を指す。発明創造を完成させる過程

において、組織の業務に責任がある

だけの人、物質的技術的条件の利

用・提供に便宜を与えた人又はその

他補助業務に従事した人は発明者

又は創作者ではない。 

第１３条 同一の発明創造には一つ

の特許しか授与され得ない。 

特許法第９条の規定に従い、二以

上の出願人が同日に同一の発明創造

について個別に特許出願をした場

合、国務院特許行政部門の通知を受

領した後、出願人達は、自発的に協

議して出願人を確定しなければなら

ない。 

“第１項は既に特許法の規定に入

れてあるので削除” 

 

 

“第２項は第４１条に移設” 

第１４条 中国の単位又は個人が外

国人に特許申請権又は特許権を譲渡

する場合には、国務院対外経済貿易

 

 

“既に補正して専理法に定めら

 7



の主管部門は国務院科学技術行政部

門とともに批准できる。 

れているので削除” 

第１５条 特許法第１０条の規定に

従った特許権の譲渡を除き、特許権

がその他の事由にて移転される場

合、当事者は関連する証明書類又は

法律文書を拠り所として国務院特許

行政部門へ特許権者変更手続を行わ

なければならない。 

特許権者が他人と締結した特許実

施許諾契約は、契約発効の日から３

ヶ月以内に国務院特許行政部門へ届

出て記録してもらわなければならな

い。 

第１４条 特許法第１０条の規定

に従った特許権の譲渡を除き、特許

権がその他の事由にて移転される

場合、当事者は関連する証明書類又

は法律文書を拠り所として国務院

特許行政部門へ特許権移転手続を

行わなければならない。 

特許権者が他人と締結した特許

実施許諾契約は、契約発効の日から

３ヶ月以内に国務院特許行政部門

へ届出て記録されねばならない。 

特許権を以って質権を設定する場

合、質権設定者及び質権者は、共同

して国務院特許行政部門へ質権設

定の登記を行わなければならない。

第２章 特許出願 第２章 特許出願 

第１６条 書面形式をもって特許を

出願する場合、国務院特許行政部門

へ出願書類一式二部を提出しなけれ

ばならない。 

国務院特許行政部門が規定するそ

の他の形式を持って特許を出願する

場合、規定の要求を満たさなければ

ならない。 

 出願人が特許代理機構に国務院特

許行政部門への特許出願及びその他

の特許事務を行うことを委任する場

合には、同時に委任権限を明記した

委任状を提出しなければならない。

 出願人が２人以上で、且つ特許代

理機構に委任していない場合、願書

に他の声明がある場合を除き、願書

中に明記された第一の出願人を代表

第１５条 書面形式をもって特許

を出願する場合、国務院特許行政部

門へ出願書類一式二部を提出しな

ければならない。 

国務院特許行政部門が規定する

その他の形式を持って特許を出願

する場合、規定の要求を満たさなけ

ればならない。 

 出願人が特許代理機構に国務院

特許行政部門への特許出願及びそ

の他の特許事務を行うことを委任

する場合には、同時に委任権限を明

記した委任状を提出しなければな

らない。 

 出願人が２人以上で、且つ特許代

理機構に委任していない場合、願書

に他の声明がある場合を除き、願書
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者とする。 中に明記された第一の出願人を代

表者とする。 

第１７条 特許法第２６条第２項で

いう願書中のその他の事項とは、以

下のことを指す。 

（１）出願人の国籍； 

（２）出願人が企業又はその他の組

織である場合、その本部が存する国；

（３）出願人が特許代理機構に委任

している場合には関連事項を明記

し；出願人が特許代理機構に委任し

ない場合には、その連絡者の氏名、

住所、郵便番号及び連絡先の電話番

号； 

（４）優先権を主張する場合には関

連事項を明記しなければならない；

（５）出願人又は特許代理機構の署

名又は捺印； 

（６）出願書類の目録； 

（７）添付書類の目録； 

（８）その他明記が必要な関連事項。

第１６条 発明、実用新案又は意匠

の特許出願の願書には以下に列記

する事項を明記しなければならな

い。 

（１）発明、実用新案又は意匠の名

称； 

（２）出願人が中国の単位又は個人

である場合には、その名称又は氏

名、住所、郵便番号、組織機構コー

ド又は公民身分証番号；出願人が外

国人、外国企業又は外国のその他の

組織である場合には、その氏名又は

名称、国籍又は登記がなされている

国又は地区； 

（３）発明者又は創作者の氏名； 

（４）出願人が特許代理機構に委任

している場合には、受託機構の名

称、機構コード及び当該機構が指定

する特許代理人の氏名、登録番号、

連絡先の電話番号； 

（５）優先権を主張する場合には、

出願人が最初に提出した特許出願

（以下、先の出願という）の出願日、

出願番号及び原受理機構の名称； 

（６）出願人又は特許代理機構の署

名又は捺印； 

（７）出願書類の目録； 

（８）添付書類の目録； 

（９）その他明記が必要な関連事

項。 

第１８条 発明又は実用新案の特許

出願の明細書には発明又は実用新案

の名称を明記しなければならず、当

該名称は願書の名称と一致しなけれ

第１７条 発明又は実用新案の特

許出願の明細書には発明又は実用

新案の名称を明記しなければなら

ず、当該名称は願書の名称と一致し
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ばならない。明細書には以下に列記

する内容が含まれていなければなら

ない。 

（１）技術分野：保護を要求する技

術構想が属する技術分野を明記す

る； 

（２）背景技術：発明又は実用新案

の理解、検索、審査に役立つ背景技

術を明記し；可能な場合、これらの

背景技術を反映した書類を証拠とし

て引用する。 

（３）発明内容：発明又は実用新案

が解決しようとする技術課題及びそ

の技術課題の解決に採用した技術構

想を明記し、且つ従来技術と対照さ

せて、発明又は実用新案の有益な効

果を明記する。 

（４）図面の説明：明細書に図面が

付されている場合、各図面に対し簡

単な説明をする。 

（５）具体的実施形態：出願人が発

明又は実用新案を実現するのに最適

と考える形態を詳細且つ明瞭に記載

し；必要な場合、例を挙げて説明す

る。図面がある場合には、図面を対

照する。 

発明又は実用新案の特許出願人

は、その発明又は実用新案の性質上、

その他の形式又は順序を用いて記述

することが明細書の紙幅を節約で

き、且つ他人にその発明又は実用新

案を正確に理解させ得る場合を除

き、前項に規定する形式及び順番に

従って明細書を書き、且つ明細書の

各部分の頭に標題を明記しなければ

ならない。 

なければならない。明細書には以下

に列記する内容が含まれていなけ

ればならない。 

（１）技術分野：保護を要求する技

術構想が属する技術分野を明記す

る； 

（２）背景技術：発明又は実用新案

の理解、検索、審査に役立つ背景技

術を明記し；可能な場合、これらの

背景技術を反映した書類を証拠と

して引用する。 

（３）発明内容：発明又は実用新案

が解決しようとする技術課題及び

その技術課題の解決に採用した技

術構想を明記し、且つ従来技術と対

照させて、発明又は実用新案の有益

な効果を明記する。 

（４）図面の説明：明細書に図面が

付されている場合、各図面に対し簡

単な説明をする。 

（５）具体的実施形態：出願人が発

明又は実用新案を実現するのに最

適と考える形態を詳細且つ明瞭に

記載し；必要な場合、例を挙げて説

明する。図面がある場合には、図面

を対照する。 

発明又は実用新案の特許出願人

は、その発明又は実用新案の性質

上、その他の形式又は順序を用いて

記述することが明細書の紙幅を節

約でき、且つ他人にその発明又は実

用新案を正確に理解させ得る場合

を除き、前項に規定する形式及び順

番に従って明細書を書き、且つ明細

書の各部分の頭に標題を明記しな

ければならない。 
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発明又は実用新案の明細書は、用

語が規範に則り、語句が明瞭でなけ

ればならない。且つ“請求項・・・

記載の・・・”のような引用語を使

用してはならず、また商業性の宣伝

用語を使用してはならない。 

発明特許出願が、一つ又は複数の

ヌクレオチド又はアミノ酸配列を含

む場合、明細書は国務院特許行政部

門の規定を満たす配列表を含んでい

なければならない。出願人は、当該

配列表を明細書の一つの独立した部

分として提出しなければならず、且

つ国務院特許行政部門の規定に従い

当該配列表のコンピュータ読み取り

可能な形式の副本を提出しなければ

ならない。 

発明又は実用新案の明細書は、用

語が規範に則り、語句が明瞭でなけ

ればならない。且つ“請求項・・・

記載の・・・”のような引用語を使

用してはならず、また商業性の宣伝

用語を使用してはならない。 

発明特許出願が、一つ又は複数の

ヌクレオチド又はアミノ酸配列を

含む場合、明細書は国務院特許行政

部門の規定を満たす配列表を含ん

でいなければならない。出願人は、

当該配列表を明細書の一つの独立

した部分として提出しなければな

らず、且つ国務院特許行政部門の規

定に従い当該配列表のコンピュー

タ読み取り可能な形式の副本を提

出しなければならない。 

 実用新案特許出願の明細書には、

保護を要求する物品の形状、構造又

はそれらを結合した図面が表示さ

れていなければならない。 

第１９条 発明又は実用新案の複数

の図面を一枚の用紙に描くことがで

き、且つ“図１、図２、・・・”のよ

うに順序番号を付して排列するこ

と。 

図面のサイズ及び明瞭度は、当該

図面を２／３に縮小しても図面中の

各細部を明瞭に識別できることを保

証しなければならない。 

発明又は実用新案の明細書の文字

部分中で言及していない図面符号は

図面中にあってはならず、図面中に

ない図面符号を明細書中で言及して

はならない。出願書類中で同一構成

部分を表している図面符号は一致し

第１８条 発明又は実用新案の複

数の図面は“図１、図２、・・・”

のように順序番号を付して排列し

なければならない。 

 

第 2 項削除 

 

 

 

発明又は実用新案の明細書の文

字部分中で言及していない図面符

号は図面中にあってはならず、図面

中にない図面符号を明細書中で言

及してはならない。出願書類中で同

一構成部分を表している図面符号
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ていなければならない。 

必要な用語を除き、図面中にその

他の注釈を含んでいてはならない。

は一致していなければならない。 

必要な用語を除き、図面中にその他

の注釈を含んでいてはならない。 

第２０条 権利請求書には発明又は

実用新案の技術特徴を説明し、保護

を請求する範囲を明瞭、簡潔に述べ

なければならない。 

権利請求書が複数の請求項を有し

ている場合、アラビア数字の通し番

号を用いなければならない。 

権利請求書中で使用する科学技術

用語は、明細書中で使用している科

学技術用語と一致していなければな

らず、化学式又は数学式があっても

よいが、挿入図はあってはならない。

絶対に必要な場合を除き、“明細

書・・・部分で述べているように”

又は“図・・・に示す通り”という

用語を使用してはならない。 

権利請求書中の技術特徴には図面

中の相応する符号を引用することが

できるが、当該符号は、相応する技

術特徴の後に置き、且つカッコの中

に入れなければならない。図面符号

を請求項に対する制限と解釈しては

ならない。 

第１９条 権利請求書には発明又

は実用新案の技術特徴を記載しな

ければならない。 

権利請求書が複数の請求項を有

している場合、アラビア数字の通し

番号を用いなければならない。 

権利請求書中で使用する科学技

術用語は、明細書中で使用している

科学技術用語と一致していなけれ

ばならず、化学式又は数学式があっ

てもよいが、挿入図はあってはなら

ない。絶対に必要な場合を除き、“明

細書・・・部分で述べているように”

又は“図・・・に示す通り”という

用語を使用してはならない。 

権利請求書中の技術特徴には図面

中の相応する符号を引用すること

ができるが、当該符号は、相応する

技術特徴の後に置き、且つカッコの

中に入れなければならない。図面符

号を請求項に対する制限と解釈し

てはならない。 

第２１条 権利請求書は独立請求項

を有していなければならず、従属請

求項を有していてもよい。 

独立請求項は発明又は実用新案の

技術構想を全体として反映していな

ければならず、技術課題を解決する

ために必要な技術特徴を記載しなけ

ればならない。 

 従属請求項は、付加的技術特徴を

用い、引用した請求項に対して更に

第２０条 権利請求書は独立請求

項を有していなければならず、従属

請求項を有していてもよい。 

独立請求項は発明又は実用新案

の技術構想を全体として反映して

いなければならず、技術課題を解決

するために必要な技術特徴を記載

しなければならない。 

 従属請求項は、付加的技術特徴を

用い、引用した請求項に対して更に
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限定しなければならない。 限定しなければならない。 

第２２条 発明又は実用新案の独立

請求項は、序文部分と特徴部分を含

み、以下に列記する規定に従って書

かなければならない。 

（１）前提部分：保護を要求する発

明又は実用新案の技術構想の主題名

称及び発明又は実用新案の主題が最

近接従来技術と共有する必要な特徴

を明記する； 

（２）特徴部分：“その特徴は・・・

である”又は類似した用語を使用し、

発明又は実用新案の、最近接従来技

術の技術特徴との区別を明記する。

これらの特徴と序文部分に明記した

特徴が合わさって発明又は実用新案

が保護を要求する範囲を限定する。

発明又は実用新案の性質上、前項

の形式での表現が適さない場合、独

立請求項をその他の書式で記載して

もよい。 

 一件の発明又は実用新案には一つ

の独立請求項のみで、且つ同一の発

明又は実用新案の従属請求項の前に

書かなければならない。 

第２１条 発明又は実用新案の独

立請求項は、前提部分と特徴部分を

含み、以下に列記する規定に従って

書かなければならない。 

（１）前提部分：保護を要求する発

明又は実用新案の技術構想の主題

名称及び発明又は実用新案の主題

が最も近い従来技術と共有する必

要な特徴を明記する； 

（２）特徴部分：“その特徴は・・・

である”又は類似した用語を使用

し、発明又は実用新案の、最も近い

従来技術の技術特徴との区別を明

記する。これらの特徴と前提部分に

明記した特徴が合わさって発明又

は実用新案が保護を要求する範囲

を限定する。 

発明又は実用新案の性質上、前項

の形式での表現が適さない場合、独

立請求項をその他の書式で記載し

てもよい。 

 一件の発明又は実用新案には一

つの独立請求項のみで、且つ同一の

発明又は実用新案の従属請求項の

前に書かなければならない。 

第２３条 発明又は実用新案の従属

請求項は、引用部分と限定部分を含

み、以下に列記する規定に従って書

かなければならない。 

（１）引用部分：引用する請求項の

番号及びその主題名称を明記する；

（２）限定部分：発明又は実用新案

の付加的技術特徴を明記する。 

 従属請求項は、その前にある請求

項のみを引用することができる。二

第２２条 発明又は実用新案の従

属請求項は、引用部分と限定部分を

含み、以下に列記する規定に従って

書かなければならない。 

（１）引用部分：引用する請求項の

番号及びその主題名称を明記する；

（２）限定部分：発明又は実用新案

の付加的技術特徴を明記する。 

 従属請求項は、その前にある請求

項のみを引用することができる。二
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項以上の請求項を引用する多項従属

請求項は、択一形式でのみその前の

請求項を引用することができ、且つ

他の多項従属請求項の基礎としては

ならない。 

項以上の請求項を引用する多項従

属請求項は、択一形式でのみその前

の請求項を引用することができ、且

つ他の多項従属請求項の基礎とし

てはならない。 

第２４条 明細書の要約には、発明

又は実用新案の特許出願が開示して

いる内容の概要を明記しなければな

らない、即ち発明又は実用新案の名

称及び所属する技術分野、且つ解決

しようとする技術課題、当該課題を

解決する技術構想の要点及び主要用

途を明瞭に反映していなければなら

ない。 

 明細書の要約には、発明を最もよ

く説明できる化学式を含むことがで

きる。図面のある特許出願には当該

発明又は実用新案の技術特徴を最も

よく説明できる一つの図面を提供し

なければならない。［図面のサイズ及

び明瞭度は、当該図面を４ｃｍ×６

ｃｍに縮小しても図面中の各細部を

明瞭に識別できることを保証しなけ

ればならない。］要約の文字部分は、

３００字を超えてはならない。要約

には商業性の宣伝用語を使用しては

ならない。 

第２３条 明細書の要約には、発明

又は実用新案の特許出願が開示し

ている内容の概要を明記しなけれ

ばならない、即ち発明又は実用新案

の名称及び所属する技術分野、且つ

解決しようとする技術課題、当該課

題を解決する技術構想の要点及び

主要用途を明瞭に反映していなけ

ればならない。 

 明細書の要約には、発明を最もよ

く説明できる化学式を含むことが

できる。図面のある特許出願には当

該発明又は実用新案の技術特徴を

最もよく説明できる一つの図面を

提供しなければならない。［図面の

サイズ及び明瞭度は、当該図面を４

ｃｍ×６ｃｍに縮小しても図面中

の各細部を明瞭に識別できること

を保証しなければならない。］要約

の文字部分は、３００字を超えては

ならない。要約には商業性の宣伝用

語を使用してはならない。 

第２５条 特許出願する発明が新規

な生物材料に係り、当該生物材料を

公衆が入手することができず、且つ

当該生物材料に対する説明が当業者

にその発明を実施させるには不足で

ある場合、特許法及び本細則の関連

規定を満たさなければならないこと

以外に、出願人は以下に列記する手

続を行わなければならない。 

第２４条 特許出願する発明が新

規な生物材料に係り、当該生物材料

を公衆が入手することができず、且

つ当該生物材料に対する説明が当

業者にその発明を実施させるには

不足である場合、特許法及び本細則

の関連規定を満たさなければなら

ないこと以外に、出願人は以下に列

記する手続を行わなければならな
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（１）出願日前又は遅くとも出願日

（優先権がある場合には優先日を指

す）に、当該生物材料のサンプルを

国務院特許行政部門が認可した寄託

単位に寄託し、且つ出願時又は遅く

とも出願日から４ヶ月以内に寄託単

位が発行した寄託証明及び生存証明

を提出しなければならない。期間が

満了しても証明が提出されなかった

場合、当該サンプルは寄託されなか

ったものとみなす； 

（２）出願書類において、当該当該

生物材料の特徴に係る資料を提出す

る； 

（３）生物材料サンプルの寄託に係

る特許出願は、願書及び明細書中に

当該生物材料の分類名（ラテン語名

称を注記）、当該生物材料サンプルを

寄託した単位の名称、住所、寄託日

及び寄託番号を明記しなければなら

ない。出願時に明記されなかった場

合には、出願日から４ヶ月以内に補

正を行わなければならない。期間が

満了しても補正が行われなかった場

合には、寄託されなかったものとみ

なす。 

い。 

（１）出願日前又は遅くとも出願日

（優先権がある場合には優先日を

指す）に、当該生物材料のサンプル

を国務院特許行政部門が認可した

寄託単位に寄託し、且つ出願時又は

遅くとも出願日から４ヶ月以内に

寄託単位が発行した寄託証明及び

生存証明を提出しなければならな

い。期間が満了しても証明が提出さ

れなかった場合、当該サンプルは寄

託されなかったものとみなす； 

（２）出願書類において、当該当該

生物材料の特徴に係る資料を提出

する； 

（３）生物材料サンプルの寄託に係

る特許出願は、願書及び明細書中に

当該生物材料の分類名（ラテン語名

称を注記）、当該生物材料サンプル

を寄託した単位の名称、住所、寄託

日及び寄託番号を明記しなければ

ならない。出願時に明記されなかっ

た場合には、出願日から４ヶ月以内

に補正を行わなければならない。期

間が満了しても補正が行われなか

った場合には、寄託されなかったも

のとみなす。 

第２６条 発明特許の出願人が本細

則第２５条の規定に従って生物材料

サンプルの寄託をしている場合、発

明特許出願が公開された後、いかな

る単位又は個人も、当該特許出願に

係る生物材料を実験目的にて使用す

る必要があるときは、国務院特許行

政部門に以下に列記する事項を明記

して請求を提出しなければならな

第２５条 発明特許の出願人が本

細則第２４条の規定に従って生物

材料サンプルの寄託をしている場

合、発明特許出願が公開された後、

いかなる単位又は個人も、当該特許

出願に係る生物材料を実験目的に

て使用する必要があるときは、国務

院特許行政部門に以下に列記する

事項を明記して請求を提出しなけ
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い。 

（１）請求人の氏名又は名称及び住

所； 

（２）その他のいかなる人にも当該

生物材料を提供しないことを保証す

る； 

（３）特許権授与の前に、実験目的

のみで使用することを保証する。 

ればならない。 

（１）請求人の氏名又は名称及び住

所； 

（２）その他のいかなる人にも当該

生物材料を提供しないことを保証

する； 

（３）特許権授与の前に、実験目的

のみで使用することを保証する。 

 第２６条 特許法でいう遺伝資源

とは、人体、動物、植物又は微生物

などから採取した、遺伝機能単位を

含み、且つ実際価値又は潜在価値を

有する材料を指す。特許法でいう遺

伝資源に依存して完成された発明

創造とは、発明創造の完成が遺伝資

源の遺伝機能を利用して完成され

た発明創造を指す。 

 遺伝資源に依存して完成された

発明創造を特許出願する場合、出願

人は、願書中で説明をしなければな

らず、且つ国務院特許行政部門が制

定した表に書き込まなければなら

ない。 

第２７条 特許法第２７条の規定に

従って提出する意匠の図面又は写真

は、３ｃｍ×３ｃｍより小さく、且

つ１５ｃｍ×２２ｃｍより大きいも

のであってはならない。 

 同時に色彩の保護を請求する意匠

特許出願は、カラーの図面又は写真

一式二部を提出しなければならな

い。 

 出願人は、意匠の物品毎に、保護

を必要とする内容について、関連す

る投影図又は写真を提出し、保護を

請求する対象を明瞭に表示しなけれ

第２７条 出願人が、色彩の保護を

請求する場合には、カラーの図面又

は写真を提出しなければならない。

 出願人は、意匠の物品毎に、保護

を必要とする内容について、関連す

る図面又は写真を提出しなければ

ならない。 
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ばならない。 

第２８条 意匠特許を出願すると

き、必要な場合、意匠に対する簡単

な説明を明記しなければならない。

 意匠の簡単な説明には、当該意匠

を使用した物品のデザイン要点、保

護請求する色彩、透視図の省略等の

状況を明記しなければならない。 

簡単な説明には、商業性の宣伝用

語を使用してはならず、更に物品の

性能の説明に用いることができな

い。 

第２８条 意匠の簡単な説明には、

意匠物品の名称、用途、意匠のデザ

イン要点を明記しなければならず、

デザイン要点を最もよく表明して

いる一枚の図面又は写真を指定し

なければならない。透視図を省略す

る又は色彩の保護を請求する場合

には、簡単な説明中に明記しなけれ

ばならない。 

 同一物品に対する複数の類似意

匠を一件の意匠特許出願にて提出

する場合、簡単な説明において、そ

の中の一つを基本デザインとして

指定しなければならない。 

 簡単な説明には、商業性の宣伝用

語を使用してはならず、更に物品の

性能の説明に用いることができな

い。 

第２９条 国務院特許行政部門は、

必要と認めるとき、意匠特許の出願

人に意匠を使用した物品のサンプル

又は模型の提出を要求することがで

きる。サンプル又は模型の体積は３

０ｃｍ×３０ｃｍ×３０ｃｍを超え

てはならず、重量は１５ｋｇを超え

てはならない。腐りやすいもの、壊

れやすいもの又は危険品は、サンプ

ル又は模型として提出してはならな

い。 

第２９条 国務院特許行政部門は、

必要と認めるとき、意匠特許の出願

人に意匠を使用した物品のサンプ

ル又は模型の提出を要求すること

ができる。サンプル又は模型の体積

は３０ｃｍ×３０ｃｍ×３０ｃｍ

を超えてはならず、重量は１５ｋｇ

を超えてはならない。腐りやすいも

の、壊れやすいもの又は危険品は、

サンプル又は模型として提出して

はならない。 

第３０条 特許法第２２条第３項に

いう既にある技術とは、出願日（優

先権がある場合には優先日を指す）

前に、国内外の出版物上に公開発表

され、国内で公開使用され又はその

他の方式でもって公衆が知るところ

 

 

 

“既に特許法に入れてあるので削

除” 
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となった技術、即ち現有技術を指す。

第３１条 特許法第２４条第２号で

いう学術会議又は技術会議とは、国

務院関連主管部門又は全国規模の学

術団体組織が開催する学術会議又は

技術会議を指す。 

 特許出願された発明創造が特許法

第 

２４条第１号又は第２号に挙げられ

た事由に該当するとき、出願人は特

許出願時に声明を提出し、且つ出願

日から２ヶ月以内に、関連国際展覧

会又は学術会議、技術会議の組織単

位が発行した、関連発明創造が既に

出展又は発表されたこと、及び出展

又は発表された期日を記載した証明

書類を提出しなければならない。 

 特許出願された発明創造が特許法

第 

２４条第３号に挙げられた事由に該

当するとき、国務院特許行政部門は、

必要と認めるとき、出願人に、指定

期間内に証明書類を提出することを

要求することができる。 

 出願人が本条第２項の規定に従っ

た声明の提出と証明書類の提出を行

わなかった場合、又は本条第３項の

規定に従った指定期間内の証明書類

の提出を行わなかった場合、その出

願には特許法第２４条の規定を適用

しない。 

第３０条 特許法第２４条第１号

でいう中国政府が承認した国際展

覧会とは、国際展覧会条約に規定さ

れ、国際展覧局に登録された又はそ

れにより認可された国際展覧会を

指す。 

特許法第２４条第２号でいう学

術会議又は技術会議とは、国務院関

連主管部門又は全国規模の学術団

体組織が開催する学術会議又は技

術会議を指す。 

特許出願された発明創造が特許

法第 

２４条第１号又は第２号に挙げら

れた事由に該当するとき、出願人は

特許出願時に声明を提出し、且つ出

願日から２ヶ月以内に、関連国際展

覧会又は学術会議、技術会議の組織

単位が発行した、関連発明創造が既

に出展又は発表されたこと、及び出

展又は発表された期日を記載した

証明書類を提出しなければならな

い。 

 特許出願された発明創造が特許

法第 

２４条第３号に挙げられた事由に

該当するとき、国務院特許行政部門

は、必要と認めるとき、出願人に、

指定期間内に証明書類を提出する

ことを要求することができる。 

 出願人が本条第３項の規定に従

った声明の提出と証明書類の提出

を行わなかった場合、又は本条第４

項の規定に従った指定期間内の証

明書類の提出を行わなかった場合、
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その出願には特許法第２４条の規

定を適用しない 

第３２条  出願人が、特許法第３０

条の規定に従って優先権を主張する

手続を行うときは、書面の声明中に、

最初に提出した特許出願（以下、先

の出願という）の出願日、出願番号

及び当該出願を受理した国家を明記

しなければならない。書面声明中に、

先の出願の出願日及び当該出願を受

理した国家が明記されていなかった

場合には、声明を提出しなかったも

のとみなす。 

 外国の優先権を主張する場合、出

願人が提出する先の出願の副本は原

受理機関の証明を経ていなければな

らない。提出した材料において、先

の出願人の氏名又は名称が後の出願

の出願人の氏名または名称と一致し

ていない場合、優先権譲渡の証明材

料を提出しなければならない。国内

優先権を主張する場合、出願人が提

出する先の出願書類の副本は国務院

特許行政部門にて作成されたもので

なければならない。 

第３１条 出願人が、特許法第３０

条の規定に従って外国の優先権を

主張する場合、出願人が提出する先

の出願の副本は原受理機構の証明

を経ていなければならない。国務院

特許行政部門が当該受理機構と締

結した取り決めに従い、国務院特許

行政部門が電子交換等のルートに

て先の出願書類の副本を取得した

場合、出願人が、当該受理機構の証

明を取得した先の出願書類の副本

を提出したものとみなす。国内優先

権を主張し、出願人が願書中に先の

出願の出願日及び出願番号を明記

している場合には、先の出願書類の

副本を提出したものとみなす。 

 優先権を主張しているが、願書の

中で、先の出願の出願日、出願番号

及び原受理機構名称の内の１又は

２項目を書き漏らし又は誤記して

いた場合、国務院特許行政部門は、

出願人に、指定期間内に補正を行う

よう通知しなければならない。期間

が満了しても補正がなされなかっ

た場合、優先権の主張がなかったも

のとみなす。 

 優先権を主張する出願人の氏名

又は名称が、先の出願の副本中に記

載の出願人の氏名又は名称と一致

していない場合、優先権譲渡証明材

料を提出しなければならず、当該証

明材料が提出されなかった場合に

は、優先権の主張がなかったものと

みなす。 
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 意匠特許出願の出願人が外国の

優先権を主張し、先の出願に意匠に

対する簡単な説明が含まれておら

ず、出願人が本細則第２８条の規定

に従って提出した簡単な説明が原

出願書類の図面又は写真に表示さ

れた範囲を超えていない場合には、

それが優先権を享有することに影

響を与えない。 

第３３条 出願人は、一件の特許出

願において、一つ又は複数の優先権

を主張することができる。複数の優

先権を主張する場合、当該出願の優

先権期限は最先の優先日から起算す

る。 

 出願人が国内優先権を主張し、先

の出願が発明特許である場合、同一

の主題について、発明又は実用新案

の特許出願を行うことができる。先

の出願が実用新案の特許出願である

場合、同一の主題について、実用新

案又は発明の特許を出願することが

できる。但し、後の出願を行う時、

先の出願の主題が以下に列記する事

由の一に該当する場合には、国内優

先権を主張する基礎とはなり得な

い。 

（１）既に外国の優先権又は国内優

先権を主張しているとき； 

（２）既に特許権が授与されている

とき； 

（３）規定に従って提出された分割

出願であるとき； 

 出願人が国内優先権国内優先権を

主張した場合、先の出願は後の出願

の出願日に取り下げたものとみな

第３２条 出願人は、一件の特許出

願において、一つ又は複数の優先権

を主張することができる。複数の優

先権を主張する場合、当該出願の優

先権期限は最先の優先日から起算

する。 

 出願人が国内優先権を主張し、先

の出願が発明特許である場合、同一

の主題について、発明又は実用新案

の特許出願を行うことができる。先

の出願が実用新案の特許出願であ

る場合、同一の主題について、実用

新案又は発明の特許を出願するこ

とができる。但し、後の出願を行う

時、先の出願の主題が以下に列記す

る事由の一に該当する場合には、国

内優先権を主張する基礎とはなり

得ない。 

（１）既に外国の優先権又は国内優

先権を主張しているとき； 

（２）既に特許権が授与されている

とき； 

（３）規定に従って提出された分割

出願であるとき； 

 出願人が国内優先権国内優先権

を主張した場合、先の出願は後の出

願の出願日に取り下げたものとみ

 20



す。 なす。 

第３４条 中国に経常の居所又は営

業所を有していない出願人が特許を

出願し又は外国の優先権を主張する

場合、国務院特許行政部門は、必要

と認めるとき、以下に列記する書類

を提供するよう要求することができ

る。 

（１）国籍証明； 

（２）出願人が企業又はその他の組

織である場合、その営業所又は本部

の所在地の証明書類； 

（３）出願人の所属する国が、中国

の単位または個人に、当該国の国民

と同等の条件にて、当該国において

特許権、優先権及びその他の特許に

関連する権利を享有することを認め

ていることを証明する書類。 

第３３条 中国に経常の居所又は

営業所を有していない出願人が特

許を出願し又は外国の優先権を主

張する場合、国務院特許行政部門

は、必要と認めるとき、以下に列記

する書類を提供するよう要求する

ことができる。 

（１）出願人が個人である場合、そ

の国籍証明； 

（２）出願人が企業又はその他の組

織である場合、それが登録されてい

る国又は地域の証明書類； 

（３）出願人の所属する国が、中国

の単位または個人に、当該国の国民

と同等の条件にて、当該国において

特許権、優先権及びその他の特許に

関連する権利を享有することを認

めていることを証明する書類。 

第３５条 特許法第３１条第 1 項の

規定に従い一件の特許出願として提

出できる一つの包括的発明構想に属

する２項以上の発明又は実用新案

は、技術上相互に関連し、一又は複

数の同一の又は相応する特定的技術

特徴を有していなければならない。

ここで、特定的技術特徴とは、各発

明又は実用新案が、全体として、従

来技術に対して貢献をなす技術特徴

を指す。 

第３４条 特許法第３１条第1項の

規定に従い一件の特許出願として

提出できる一つの包括的発明構想

に属する２項以上の発明又は実用

新案は、技術上相互に関連し、一又

は複数の同一の又は相応する特定

的技術特徴を有していなければな

らない。ここで、特定的技術特徴と

は、各発明又は実用新案が、全体と

して、従来技術に対して貢献をなす

技術特徴を指す。 

第３６条 特許法第３１条第２項に

いう同一の分類とは、物品が分類表

中の同じ小分類に属することを指

し、一組として販売又は使用される

とは、各物品のデザイン構想が同一

であり、且つ習慣上、同時に販売さ

第３５条 特許法第３１条第２項

の規定に従って、同一物品の二以上

の類似する意匠を一件の出願とし

て提出する場合、当該物品のその他

のデザインは簡単な説明中で指定

した基本デザインと類似していな
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れ、同時に使用されることを指す。

 特許法第３１条第２項の規定に従

い２項以上の意匠を一件の出願とし

て提出する場合、各意匠通し番号を、

各意匠物品の透視図名称の前に付け

なければならない。 

ければならない。一件の意匠特許出

願中の類似意匠は１０項を超えて

はならない。 

 特許法第３１条第２項にいう同

一分類で且つ一組として販売又は

使用される物品の二以上の意匠と

は、各物品が分類表中の同じ大分類

に属し、且つ習慣上、同時に販売さ

れ、又は同時に使用され、且つ各物

品の意匠が同一のデザイン構想を

備えていることを指す。 

 ２項以上の意匠を一件の出願と

して提出する場合、各意匠の通し番

号を、各意匠物品の各図面又は写真

の名称の前に付けなければならな

い。 

第３７条 出願人は、特許出願を取

り下げる場合、国務院特許行政部門

に、発明創造の名称、出願番号及び

出願日を明記した声明を提出しなけ

ればならない。 

 特許出願を取り下げる声明が、国

務院特許行政部門が特許出願を公開

する印刷準備作業を終えた後に提出

された場合、出願書類は従来通り公

開される。但し、特許出願を取り下

げる声明は、後に出版される特許公

報上で公告されなければならない。

第３６条 出願人は、特許出願を取

り下げる場合、国務院特許行政部門

に、発明創造の名称、出願番号及び

出願日を明記した声明を提出しな

ければならない。 

 特許出願を取り下げる声明が、国

務院特許行政部門が特許出願を公

開する印刷準備作業を終えた後に

提出された場合、出願書類は従来通

り公開される。但し、特許出願を取

り下げる声明は、後に出版される特

許公報上で公告されなければなら

ない。 

第３章 特許出願の審査及び批准 第３章 特許出願の審査及び批准 

第３８条 予備審査、実体審査、復

審及び無効宣告の手続において、審

査と審理を行う人員が、以下に列記

する事由の一に該当する場合、自ら

回避しなければならず、当事者又は

その他の利害関係者は、その回避を

第３７条 予備審査、実体審査、復

審及び無効宣告の手続において、審

査と審理を行う人員が、以下に列記

する事由の一に該当する場合、自ら

回避しなければならず、当事者又は

その他の利害関係者は、その回避を
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要求することができる。 

（１）当事者又はその代理人の近い

親族である； 

（２）特許出願又は特許権と利害関

係がある場合； 

（３）当事者又はその代理人とその

他の関係があり、公正な審査及び審

理に影響を及ぼし得る場合； 

（４）特許復審委員会の構成員が、

かつて原出願の審査にあずかってい

た場合。 

要求することができる。 

（１）当事者又はその代理人の近い

親族である； 

（２）特許出願又は特許権と利害関

係がある場合； 

（３）当事者又はその代理人とその

他の関係があり、公正な審査及び審

理に影響を及ぼし得る場合； 

（４）特許復審委員会の構成員が、

かつて原出願の審査にあずかって

いた場合。 

第３９条 国務院特許行政部門は、

発明若しくは実用新案の特許出願の

願書、明細書（実用新案は必ず図面

を含んでいなければならない）及び

権利請求書、又は意匠特許出願の願

書及び意匠の図面若しくは写真を受

領後、出願日を明確にし、出願番号

を付与し、そして出願人に通知しな

ければならない。 

第３８条 国務院特許行政部門は、

発明若しくは実用新案の特許出願

の願書、明細書（実用新案は必ず図

面を含んでいなければならない）及

び権利請求書、又は意匠特許出願の

願書、意匠の図面若しくは写真及び

簡単な説明を受領後、出願日を明確

にし、出願番号を付与し、そして出

願人に通知しなければならない。 

第４０条 特許出願書類が以下に列

記する事由の一に該当する場合、国

務院特許行政部門は受理せず、且つ

出願人に通知する。 

（１）発明若しくは実用新案の特許

出願が、願書、明細書（実用新案が

図面の添付なし）及び権利請求書を

欠いているとき、又は意匠特許出願

が、願書、図面若しくは写真を欠い

ているとき； 

（２）中国語を使用していない場合；

（３）本細則第１２０条第１項の規

定を満たしていない場合； 

（４）願書中に、出願人の氏名若し

くは名称及び住所を欠いていると

き； 

第３９条 特許出願書類が以下に

列記する事由の一に該当する場合、

国務院特許行政部門は受理せず、且

つ出願人に通知する。 

（１）発明若しくは実用新案の特許

出願が願書、明細書（実用新案が図

面の添付なし）若しくは権利請求書

を欠いているとき；又は意匠特許出

願が、願書、図面若しくは写真、簡

単な説明を欠いているとき； 

（２）中国語を使用していない場

合； 

（３）本細則第１２１条第１項の規

定を満たしていない場合； 

（４）願書中に、出願人の氏名若し

くは名称を欠いている、又は住所を
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（５）明らかに特許法第１８条又は

第 

１９条第１項の規定を満たしていな

い場合； 

（６）特許出願の類別（発明、実用

新案又は意匠）が不明確又は確定す

ることが困難である場合。 

欠いているとき； 

（５）明らかに特許法第１８条又は

第 

１９条第１項の規定を満たしてい

ない場合； 

（６）特許出願の類別（発明、実用

新案又は意匠）が不明確又は確定す

ることが困難である場合。 

第４１条 明細書中に図面に対する

説明があるが、図面がない又は一部

の図面を欠いている場合、出願人は、

国務院特許行政部門が指定した期限

までに図面を補充するか、又は図面

に対する説明を取り消す旨の声明を

しなければならない。出願人が図面

を補充した場合、国務院特許行政部

門に図面を、提出又は郵送した日を

出願日とする。図面に対する説明を

取り消した場合、原出願日を保留す

る。 

第４０条 明細書中に図面に対す

る説明があるが、図面がない又は一

部の図面を欠いている場合、出願人

は、国務院特許行政部門が指定した

期限までに図面を補充するか、又は

図面に対する説明を取り消す旨の

声明をしなければならない。出願人

が図面を補充した場合、国務院特許

行政部門に図面を、提出又は郵送し

た日を出願日とする。図面に対する

説明を取り消した場合、原出願日を

保留する。 

第１３条 第２項 

［特許法第９条の規定に従い、］二以

上の出願人が同日に同一の発明創造

について個別に特許出願をした場

合、国務院特許行政部門の通知を受

領した後、出願人達は、自発的に協

議して出願人を確定しなければなら

ない。 

第４１条 二以上の出願人が同日

（出願日を指す。優先権がある場合

には、優先日を指す）に同一の発明

創造について個別に特許出願をし

た場合、国務院特許行政部門の通知

を受領した後、出願人達は、自発的

に協議して出願人を確定しなけれ

ばならない。 

 同一出願人が同日（出願日を指

す）に同一の発明創造に対して、既

に実用新案特許を出願又は発明特

許を出願している場合、出願時にそ

れぞれ同一の発明創造に対して他

の特許を出願していることを説明

していなければならない。説明がな

されていなかった場合、特許法第９
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条第１項の、同一の発明創造に対し

て、一つの特許権だけを授与すると

の規定に従って処理する。 

 国務院特許行政部門が実用新案

特許権授与の公告をする際には、本

条第２項の規定に従い、発明特許を

同時に出願していることを公告し

なければならない。 

 発明特許出願が、審査の結果、拒

絶理由を発見しない場合、国務院特

許行政部門は、規定期間内に実用新

案特許権を放棄するとの声明をす

るよう、出願人に通知しなければな

らない。出願人が放棄を声明した場

合、国務院特許行政部門は、発明特

許権を授与する決定を作成し、且つ

発明特許権授与の公告をする際に、

出願人の実用新案特許権を放棄す

る声明を併せて公告しなければな

らない。出願人が放棄に同意しない

場合には、国務院特許行政部門は、

当該発明特許出願を拒絶査定しな

ければならない。出願人が、期間が

満了しても応答しなかった場合、当

該発明特許出願を取り下げたもの

とみなす。 

 実用新案特許権は、発明特許権の

授与を公告した日に終了する。 

第４２条 一件の特許出願に２項以

上の発明、実用新案又は意匠を含む

場合、出願人は、本細則第５４条第

１項に規定された期間が満了する前

に、国務院特許行政部門に分割出願

を提出することができる。但し、特

許出願が、既に拒絶査定を受け、取

り下げをし、又は取り下げられたも

第４２条 一件の特許出願に２項

以上の発明、実用新案又は意匠を含

む場合、出願人は、本細則第５４条

第１項に規定された期間が満了す

る前に、国務院特許行政部門に分割

出願を提出することができる。但

し、特許出願が、既に拒絶査定を受

け、取り下げをし、又は取り下げら
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のとみなされた場合には、分割出願

を提出することができない。 

 国務院特許行政部門が、一件の特

許出願が特許法第３１条及び本細則

第３５条又は第３６条の規定を満た

していないと認める場合、指定期間

内にその出願に対して補正を行うよ

う出願人に通知しなければならな

い。出願人が、期間が満了しても応

答しなかった場合には、当該出願は

取り下げられたものとみなす。 

 分割した出願は、原出願の類別を

変更してはならない。 

れたものとみなされた場合には、分

割出願を提出することができない。

 国務院特許行政部門が、一件の特

許出願が特許法第３１条及び本細

則第３４条又は第３５条の規定を

満たしていないと認める場合、指定

期間内にその出願に対して補正を

行うよう出願人に通知しなければ

ならない。出願人が、期間が満了し

ても応答しなかった場合には、当該

出願は取り下げられたものとみな

す。 

分割した出願は、原出願の類別を

変更してはならない。 

第４３条 本細則第４２条の規定に

従って提出された分割出願は、原出

願日を保留することができる。優先

権を享有している場合には、優先日

を保留することができる。但し、原

出願で開示している範囲を超えては

ならない。 

 分割出願は、特許法及び本細則の

規定に従って関連手続を行わなけれ

ばならない。 

 分割出願の願書中に、原出願の出

願番号及び出願日を明記しなければ

ならない。分割出願を提出する際、

出願人は原出願書類の副本を提出し

なければならない。原出願が優先権

を享有している場合には、原出願の

優先権書類の副本を併せ提出しなけ

ればならない。 

第４３条 本細則第４２条の規定

に従って提出された分割出願は、原

出願日を保留することができる。優

先権を享有している場合には、優先

日を保留することができる。但し、

原出願に記載されている範囲を超

えてはならない。 

分割出願は、特許法及び本細則の

規定に従って関連手続を行わなけ

ればならない。 

 分割出願の願書中に、原出願の出

願番号及び出願日を明記しなけれ

ばならない。分割出願を提出する

際、出願人は原出願書類の副本を提

出しなければならない。原出願が優

先権を享有している場合には、原出

願の優先権書類の副本を併せ提出

しなければならない。 

第４４条 特許法第３４条及び第４

０条にいう予備審査とは、特許出願

が特許法第２６条又は第２７条に規

定された書類及びその他必要な書類

第４４条 特許法第３４条及び第

４０条にいう予備審査とは、特許出

願が特許法第２６条又は第２７条

に規定された書類及びその他必要
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を具備しているか否か、これら書類

が規定された様式を満たしているか

否かの審査、且つ以下に列記する項

目の審査を指す。 

（１）発明特許出願が、特許法第５

条、第２５条の規定に明らかに属す

るか否か、又は特許法第１８条、第

１９条第１項の規定を満たしていな

いか否か、若しくは特許法第３１条

第１項、第３３条、本細則第２条第

１項、第１８条、第２０条の規定を

明らかに満たしていないか否か； 

（２）実用新案特許出願が、特許法

第５条、第２５条の規定に明らかに

属するか否か、又は特許法第１８条、

第１９条第１項の規定を満たしてい

ないか否か、若しくは特許法第２６

条第３項、第４項、第３１条第１項、

第３３条、本細則第２条第２項、第

１３条第１項、第１８条乃至第２３

条、第４３条第１項の規定を明らか

に満たしていないか、若しくは特許

法第９条の規定に従い特許権を取得

できないか否か； 

（３）意匠特許出願が、特許法第５

条の規定に明らかに属するか否か、

又は特許法第１８条、第１９条第１

項の規定を満たしていないか否か、

若しくは特許法第３１条第２項、第

３３条、本細則第２条第３項、第１

３条第１項、第４３条第１項の規定

を明らかに満たしていないか否か、

若しくは特許法第９条の規定に従い

特許権を取得できるない否か。 

 国務院特許行政部門は、審査意見

を出願人に通知し、指定期間内に意

な書類を具備しているか否か、これ

ら書類が規定された様式を満たし

ているか否かの審査、且つ以下に列

記する項目の審査を指す。 

（１）発明特許出願が、特許法第５

条、第２５条に規定された事由に明

らかに属するか否か、又は特許法第

１８条、第１９条第１項、第２０条

第１項、本細則第１６条、第２６条

第２項の規定を満たしていないか

否か、若しくは特許法第２条第２

項、第２６条第５項、第３１条第１

項、第３３条或いは本細則第１７条

乃至第２１条の規定を明らかに満

たしていないか否か； 

（２）実用新案特許出願が、特許法

第５条、第２５条に規定された事由

に明らかに属するか否か、又は特許

法第１８条、第１９条第１項、第２

０条第１項或いは本細則第１６条

乃至第１９条、第２１条乃至第２３

条の規定を満たしていないか否か、

若しくは特許法第２条第３項、第２

２条第２項、第４項、第２６条第３

項、第４項、第３１条第１項、第３

３条或いは本細則第２０条、第４３

条第１項の規定を明らかに満たし

ていないか否か、若しくは特許法第

９条の規定に従い特許権を取得で

きないか否か； 

（３）意匠特許出願が、特許法第５

条、第２５条第１項第６号に規定さ

れた事由に明らかに属するか否か、

又は特許法第１８条、第１９条第１

項或いは本細則第１６条、第２７

条、第２８条の規定を満たしていな
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見を陳述し、又は補正をするよう要

求しなければならない。出願人が、

期間が満了しても応答をしなかった

場合には、その出願は取り下げられ

たものとみなす。出願人が意見を陳

述し、又は補正を行った後、国務院

特許行政部門が、依然として前項に

列記された規定を満たしていない、

と認める場合には、拒絶査定をしな

ければならない。 

いか否か、若しくは特許法第２条第

４項、第２３条第１項、第２７条第

２項、第３１条第２項、第３３条或

いは本細則第４３条第１項の規定

を明らかに満たしていないか否か、

若しくは特許法第９条の規定に従

い特許権を取得できないか否か。 

（４）出願書類が本細則第２条、第

３条第１項の規定を満たしている

か否か 

国務院特許行政部門は、審査意見

を出願人に通知し、指定期間内に意

見を陳述し、又は補正をするよう要

求しなければならない。出願人が、

期間が満了しても応答をしなかっ

た場合には、その出願は取り下げら

れたものとみなす。出願人が意見を

陳述し、又は補正を行った後、国務

院特許行政部門が、依然として前項

に列記された規定を満たしていな

い、と認める場合には、拒絶査定を

しなければならない。 

第４５条 特許出願書類を除き、出

願人が国務院特許行政部門に提出し

た特許出願と関係のあるその他書類

が以下に列記する事由の一に該当す

る場合、提出しなかったものとみな

す： 

（１）規定の様式を使用していない、

又は書式が規定を満たしていない場

合； 

（２）規定に従わずに証明材料が提

出された場合； 

 国務院特許行政部門は、提出され

ていないものとみなす審査意見通知

を出願人に通知しなければならな

第４５条 特許出願書類を除き、出

願人が国務院特許行政部門に提出

した特許出願と関係のあるその他

書類が以下に列記する事由の一に

該当する場合、提出しなかったもの

とみなす： 

（１）規定の様式を使用していな

い、又は書式が規定を満たしていな

い場合； 

（２）規定に従わずに証明材料が提

出された場合； 

 国務院特許行政部門は、提出され

ていないものとみなす審査意見通

知を出願人に通知しなければなら
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い。 ない。 

第４６条 出願人がその発明特許出

願の早期公開を請求する場合、国務

院特許行政部門に声明しなければな

らない。国務院特許行政部門は、当

該請求に対して予備審査を行い、拒

絶すべきものを除き、速やかに出願

を公開しなければならない。 

第４６条 出願人がその発明特許

出願の早期公開を請求する場合、国

務院特許行政部門に声明しなけれ

ばならない。国務院特許行政部門

は、当該請求に対して予備審査を行

い、拒絶すべきものを除き、速やか

に出願を公開しなければならない。

第４７条 出願人が特許法第２７条

の規定に従って意匠を使用する物品

及びその所属分類を明記する場合、

国務院特許行政部門が公布した意匠

物品分類表を使用しなければならな

い。意匠を使用する物品が属する分

類が記載されていない、又は分類が

適切ではない場合、国務院特許行政

部門は補充又は補正を行うことがで

きる。 

第４７条 出願人が意匠を使用す

る物品及びその所属分類を明記す

る場合、国務院特許行政部門が公布

した意匠物品分類表を使用しなけ

ればならない。意匠を使用する物品

が属する分類が記載されていない、

又は分類が適切ではない場合、国務

院特許行政部門は補充又は補正を

行うことができる。 

第４８条 発明特許出願の公開日か

ら特許権授与の公告日前までに、何

人も、特許法の規定を満たしていな

い特許出願に対し、国務院特許行政

部門へ意見を提出し、且つ理由を説

明することができる。 

第４８条 発明特許出願の公開日

から特許権授与の公告日までに、何

人も、特許法の規定を満たしていな

い特許出願に対し、国務院特許行政

部門へ意見を提出し、且つ理由を説

明することができる。 

第４９条 発明特許の出願人が、正

当な理由があって特許法第３６条に

規定された検索資料又は審査結果の

資料を提出できない場合には、国務

院特許行政部門に声明し、関連資料

を入手した後に補充しなければなら

ない。 

第４９条 発明特許の出願人が、正

当な理由があって特許法第３６条

に規定された検索資料又は審査結

果の資料を提出できない場合には、

国務院特許行政部門に声明し、関連

資料を入手した後に補充しなけれ

ばならない。 

第５０条 国務院特許行政部門は、

特許法第３５条第２項の規定に従い

特許出願に対し自ら審査を行うとき

には、出願人に通知しなければなら

ない。 

第５０条 国務院特許行政部門は、

特許法第３５条第２項の規定に従

い特許出願に対し自ら審査を行う

ときには、出願人に通知しなければ

ならない。 
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第５１条 発明特許の出願人は、実

体審査請求を提出する際、及び国務

院特許行政部門が発行した発明特許

出願の実体審査段階移行通知書を受

領した日から３ヶ月以内に、発明特

許出願に対する自発補正を提出する

ことができる。 

 実用新案又は意匠特許の出願人

は、出願日から２ヶ月以内に、実用

新案又は意匠の特許出願に対する自

発補正を提出することができる。 

 出願人が、国務院特許行政部門が

発行した審査意見通知書を受領した

後で、特許出願書類に対して補正を

行う場合、通知書の要求に従って補

正を行わなければならない。 

 国務院特許行政部門は、特許出願

書類中の文字及び符号の明らかな誤

りを自ら補正することができる。国

務院特許行政部門が自ら補正を行う

場合、出願人に通知しなければなら

ない。 

第５１条 発明特許の出願人は、実

体審査請求を提出する際、及び国務

院特許行政部門が発行した発明特

許出願の実体審査段階移行通知書

を受領した日から３ヶ月以内に、発

明特許出願に対する自発補正を提

出することができる。 

実用新案又は意匠特許の出願人

は、出願日から２ヶ月以内に、実用

新案又は意匠の特許出願に対する

自発補正を提出することができる。

 出願人が、国務院特許行政部門が

発行した審査意見通知書を受領し

た後で、特許出願書類に対して補正

を行う場合、通知書で指摘された欠

陥に対して補正を行わなければな

らない。 

 国務院特許行政部門は、特許出願

書類中の文字及び符号の明らかな

誤りを自ら補正することができる。

国務院特許行政部門が自ら補正を

行う場合、出願人に通知しなければ

ならない。 

第５２条 発明又は実用新案の特許

出願の明細書又は権利請求書の補正

部分は、個別の文字の補正又は加除

を除き、規定の様式に従い差し替え

頁を提出しなければならない。意匠

特許出願の図面又は写真の補正は、

規定に従い差し替え頁を提出しなけ

ればならない。 

第５２条 発明又は実用新案の特

許出願の明細書又は権利請求書の

補正部分は、個別の文字の補正又は

加除を除き、規定の様式に従い差し

替え頁を提出しなければならない。

意匠特許出願の図面又は写真の補

正は、規定に従い差し替え頁を提出

しなければならない。 

第５３条 特許法第３８条の規定に

従い、実体審査の結果として、発明

特許出願を拒絶査定する事由は以下

の通りである： 

（１）出願が本細則第２条第１項の

第５３条 特許法第３８条の規定

に従い、実体審査の結果として、発

明特許出願を拒絶査定する事由は

以下の通りである： 

（１）出願が特許法第５条、第２５
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規定を満たしていない場合； 

（２）出願が特許法第５条、第２５

条の規定に属する、又は特許法第２

２条、本細則第１３条第１項、第２

０条第１項、第２１条第２項の規定

を満たしていない、又は特許法第９

条の規定に従い特許権を取得できな

い場合； 

（３）出願が特許法第２６条第３項、

第４項又は第３１条第１項の規定を

満たしていない場合； 

（４）出願の補正が特許法第３３条

の規定を満たしていない場合、又は

分割出願が本細則第４３条第１項の

規定を満たしていない場合。 

条に規定された事由に属する、又は

特許法第９条の規定に従い特許権

を取得できない場合； 

（２）出願が特許法第２条第２項、

第 

２０条第１項、第２２条、第２６条

第３項、第４項、第５項、第３１条

第１項、又は本細則第２０条第２項

の規定を満たしていない場合； 

（３）出願の補正が特許法第３３条

の規定を満たしていない場合、又は

分割出願が本細則第４３条第１項

の規定を満たしていない場合。 

第５４条 国務院特許行政部門が特

許権授与通知を発行した後、出願人

は通知を受領した日から２ヶ月以内

に登録手続を行わなければならな

い。出願人が期限までに登録手続を

行った場合、国務院特許行政部門は、

特許権を授与し、特許証書を発行し、

そして公告しなければならない。 

 期限までに登録手続を行わなかっ

た場合、特許権を取得する権利を放

棄したものとみなす。 

第５４条 国務院特許行政部門が

特許権授与通知を発行した後、出願

人は通知を受領した日から２ヶ月

以内に登録手続を行わなければな

らない。出願人が期限までに登録手

続を行った場合、国務院特許行政部

門は、特許権を授与し、特許証書を

発行し、そして公告しなければなら

ない。 

 期限までに登録手続を行わなか

った場合、特許権を取得する権利を

放棄したものとみなす。 

 

第５５条 機密保持特許出願の審

査の結果、拒絶理由を発見しなかっ

た場合、国務院特許行政部門は、機

密保持特許権を授与する決定をし、

機密保持特許証書を発行し、機密保

持特許権に係る事項の登記をしな

ければならない。 

第５５条 実用新案の特許権を授与 第５６条 実用新案又は意匠の特
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する決定が公告された後、実用新案

の特許権者は、国務院特許行政部門

に実用新案特許の検索報告の作成を

請求することができる。 

 実用新案特許の検索報告の作成を

請求する場合、請求書を提出し、且

つ実用新案特許の特許番号を明記し

なければならない。一件の請求は、

一件の実用新案特許に限定される。

 国務院特許行政部門は、実用新案

特許の検索報告作成の請求を受領し

た後、審査を行わなければならない。

請求が規定の要求を満たしていない

場合、請求人に、指定期限内に補正

するよう通知しなければならない。

許権を授与する決定が公告された

後、特許法第６０条に規定された特

許権者又は利害関係人は、国務院特

許行政部門に特許権評価報告の作

成を請求することができる。 

 特許権評価報告の作成を請求す

る場合、特許権評価報告請求書を提

出し、特許番号を明記しなければな

らない。一件の請求は、一件の特許

権に限定される。 

 特許権評価報告請求書が規定を

満たしていない場合、国務院特許行

政部門は、請求人に、指定期限内に

補正するよう通知しなければなら

ない。請求人が期間が満了しても補

正を行わなかった場合、その請求は

未提出であるとみなす。 

第５６条 審査の結果、実用新案特

許検索報告請求書が規定を満たして

いる場合、国務院特許行政部門は、

直ちに実用新案特許検索報告を作成

しなければならない。 

 検索の結果、国務院国務院特許行

政部門が、関係する実用新案特許が

特許法第２２条の新規性又は進歩性

に係る規定を満たしていないと認め

る場合、引用文献を証拠として引用

し、理由を説明し、且つ証拠として

引用した引用文献のコピーを付さな

ければならない。 

第５７条 国務院特許行政部門は、

特許権評価報告の請求書を受領後

２ヶ月以内に特許権評価報告を作

成しなければならない。同一案件の

実用新案又は意匠特許権に対して、

複数の請求人から特許権評価報告

の作成の請求があった場合、国務院

特許行政部門は、評価報告を１件の

み作成する。いかなる単位又は個人

も当該特許権評価報告を閲覧又は

複製することができる。 

第５７条 国務院特許行政部門は、

特許公告、特許書類中に出現した錯

誤に対し、発見次第直ちに訂正をし、

且つ行った訂正について公告しなけ

ればならない。 

第５８条 国務院特許行政部門は、

特許公告、特許単行本中に出現した

錯誤に対し、発見次第直ちに訂正を

し、且つ行った訂正について公告し

なければならない。 

第４章 特許出願の復審及び特許 第４章 特許出願の復審及び特許
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権の無効宣告 権の無効宣告 

第５８条 特許復審委員会は、国務

院特許行政部門が指定する技術専門

家及び法律専門家にて構成され、主

任委員は、国務院特許行政部門の責

任者がこれを兼務する。 

第５９条 特許復審委員会は、国務

院特許行政部門が指定する技術専

門家及び法律専門家にて構成され、

主任委員は、国務院特許行政部門の

責任者がこれを兼務する。 

第５９条 特許法第４１条の規定に

従い、特許復審委員会に復審を請求

する場合、復審請求書を提出し、理

由を説明しなければならず、必要な

場合には、更に関連証拠を添付しな

ければならない。 

復審請求書が規定の様式を満たし

ていない場合、復審請求人は特許復

審委員会が指定した期間内に補正を

行わなければならない。期間が満了

しても補正が行われなかった場合、

当該復審請求は提出されなかったも

のとみなす。 

第６０条 特許法第４１条の規定

に従い、特許復審委員会に復審を請

求する場合、復審請求書を提出し、

理由を説明しなければならず、必要

な場合には、更に関連証拠を添付し

なければならない。 

 復審請求が特許法第１９条第１

項又は第４１条第１項の規定を満

たしていない場合、特許復審委員会

は受理せず、且つ復審請求人に書面

で通知し、且つ理由を説明する。 

 復審請求書が規定の様式を満た

していない場合、復審請求人は特許

復審委員会が指定した期間内に補

正を行わなければならない。期間が

満了しても補正が行われなかった

場合、当該復審請求は提出されなか

ったものとみなす。 

第６０条 請求人は、復審請求の提

出時、又は特許復審委員会の復審通

知書に対する応答をする時、特許出

願書類を補正することができる。但

し、補正は、拒絶査定書又は復審通

知書で指摘された欠陥を取り除くこ

とだけに限られる。 

 補正した特許出願書類は一式二部

提出しなければならない。 

第６１条 請求人は、復審請求の提

出時、又は特許復審委員会の復審通

知書に対する応答をする時、特許出

願書類を補正することができる。但

し、補正は、拒絶査定書又は復審通

知書で指摘された欠陥を取り除く

ことだけに限られる。 

 補正した特許出願書類は一式二

部提出しなければならない。 

第６１条 特許復審委員会は、受理

した復審請求書を国務院特許行政部

門の原審査部門に転送し、審査をさ

第６２条 特許復審委員会は、受理

した復審請求書を国務院特許行政

部門の原審査部門に転送し、審査を
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せなければならない。原審査部門が、

復審請求人の請求に基づき、原査定

を取り消すことに同意する場合、特

許復審委員会は、これに基づき復審

決定を作成し、且つ復審請求人に通

知しなければならない。 

させなければならない。原審査部門

が、復審請求人の請求に基づき、原

査定を取り消すことに同意する場

合、特許復審委員会は、これに基づ

き復審決定を作成し、且つ復審請求

人に通知しなければならない。 

第６２条 復審を行った後、特許復

審委員会は、復審請求が特許法及び

本細則の関連規定を満たしていない

と認める場合、復審請求人に通知し、

指定期間内に意見を陳述するよう要

求しなければならない。期間が満了

しても応答がなされなかった場合、

当該復審請求は取り下げられたもの

とみなす。特許復審委員会は、意見

陳述又は補正を行っても、依然とし

て特許法及び本細則の関連規定を満

たしていないと認める場合、原査定

を維持するとの復審決定をなさなけ

ればならない。 

 復審を行った後、特許復審委員会

は、原拒絶査定が特許法及び本細則

の関連規定を満たしていないと認め

る場合、又は補正された特許出願書

類が原拒絶査定で指摘した欠陥が取

り除かれていると認める場合、現拒

絶査定を取り消し、原審査部門によ

る審査を継続して行わせなければな

らない。 

第６３条 復審を行った後、特許復

審委員会は、復審請求が特許法及び

本細則の関連規定を満たしていな

いと認める場合、復審請求人に通知

し、指定期間内に意見を陳述するよ

う要求しなければならない。期間が

満了しても応答がなされなかった

場合、当該復審請求は取り下げられ

たものとみなす。特許復審委員会

は、意見陳述又は補正を行っても、

依然として特許法及び本細則の関

連規定を満たしていないと認める

場合、原査定を維持するとの復審決

定をなさなければならない。 

 復審を行った後、特許復審委員会

は、原拒絶査定が特許法及び本細則

の関連規定を満たしていないと認

める場合、又は補正された特許出願

書類が原拒絶査定で指摘した欠陥

が取り除かれていると認める場合、

現拒絶査定を取り消し、原審査部門

による審査を継続して行わせなけ

ればならない。 

第６３条 復審請求人は、特許復審

委員会が決定をなす前に、その復審

請求を取り下げることができる。 

 復審請求人が特許復審委員会が決

定をなす前にその復審請求を取り下

げた場合、復審手続を終了する。 

第６４条 復審請求人は、特許復審

委員会が決定をなす前に、その復審

請求を取り下げることができる。 

 復審請求人が特許復審委員会が

決定をなす前にその復審請求を取

り下げた場合、復審手続を終了す

る。 
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第６４条 特許法第４５条の規定に

従って、特許権の無効又は部分無効

の宣告を請求する場合、特許復審委

員会に特許権無効宣告請求書及び必

要な証拠一式二部を提出しなければ

ならない。無効宣告請求書は、提出

された証拠を結合し、無効宣告請求

の理由を具体的に説明し、且つ各項

の理由の依拠する証拠を明示してい

なければならない。 

 前項にいう無効宣告請求の理由と

は、特許を授与された発明創造が、

特許法第２２条、第２３条、第２６

条第３項、第４項、第３３条、若し

くは本細則第２条、第１３条第１項、

第２０条第１項、第２１条第２項の

規定を満たしていないこと、又は特

許法第５条、第２５条の規定に属す

ること、又は特許法第９条の規定に

従い特許権を授与し得ないこと、を

指す。 

第６５条 特許法第４５条の規定

に従って、特許権の無効又は部分無

効の宣告を請求する場合、特許復審

委員会に特許権無効宣告請求書及

び必要な証拠一式二部を提出しな

ければならない。無効宣告請求書

は、提出された証拠を結合し、無効

宣告請求の理由を具体的に説明し、

且つ各項の理由の依拠する証拠を

明示していなければならない。 

 前項にいう無効宣告請求の理由

とは、特許を授与された発明創造

が、特許法第２条、第２０条第１項、

第２２条、第 

２３条、第２６条第３項、第４項、

第 

２７条第２項、第３３条、若しくは

本細則第２０条第２項、第４３条第

１項の規定を満たしていないこと、

又は特許法第５条、第２５条の規定

に属すること、又は特許法第９条の

規定に従い特許権を授与し得ない

こと、を指す。 

第６５条 特許権無効宣告の請求書

が本細則第６４条の規定を満たして

いない場合、特許復審委員会はそれ

を受理しない。 

 特許復審委員会が無効宣告請求に

ついて決定を作成した後、同一の理

由及び証拠で以って無効宣告の請求

があった場合には、特許復審委員会

はそれを受理しない。 

特許権が授与された意匠が、他人

が先に取得した権利と衝突すること

を理由として意匠特許権の無効宣告

を請求したが、権利衝突を充分に証

第６６条 特許権無効宣告の請求

が特許法第１９条第１項又は本細

則第６５条の規定を満たしていな

い場合、特許復審委員会はそれを受

理しない。 

特許復審委員会が無効宣告請求

について決定を作成した後、同一の

理由及び証拠で以って無効宣告の

請求があった場合には、特許復審委

員会はそれを受理しない。 

 特許法第２３条第３項の規定を

満たしていないことを理由として

意匠特許権の無効宣告を請求した

 35



明し得る処理決定又は判決を提出し

ていない場合、特許復審委員会はそ

れを受理しない。 

 特許権無効宣告の請求書が規定の

様式を満たしていない場合、無効宣

告の請求人は、特許復審委員会が指

定した期間内に補正を行わなければ

ならない。期間が満了しても補正が

なされなかった場合、当該無効宣告

の請求は提出されなかったものとみ

なす。 

が、権利衝突を充分に証明し得る証

拠を提出していない場合、特許復審

委員会はそれを受理しない。 

特許権無効宣告の請求書が規定

の様式を満たしていない場合、無効

宣告の請求人は、特許復審委員会が

指定した期間内に補正を行わなけ

ればならない。期間が満了しても補

正がなされなかった場合、当該無効

宣告の請求は提出されなかったも

のとみなす。 

第６６条 特許復審委員会が無効宣

告の請求を受理した後、請求人は、

無効宣告請求の日から１ヶ月以内に

理由の追加又は証拠の補充をするこ

とができる。期限を徒過した理由の

追加又は証拠の補充があった場合、

特許復審委員会はそれを考慮しなく

てもよい。 

第６７条 特許復審委員会が無効

宣告の請求を受理した後、請求人

は、無効宣告請求の日から１ヶ月以

内に理由の追加又は証拠の補充を

することができる。期限を徒過した

理由の追加又は証拠の補充があっ

た場合、特許復審委員会はそれを考

慮しなくてもよい。 

第６７条 特許復審委員会は、特許

権無効宣告の請求書及び関連書類の

副本を、特許権者に送付し、指定し

た期間内に意見を陳述するよう要求

しなければならない。 

 特許権者及び無効宣告の請求人

は、指定期間内に特許復審委員会が

発行した書類転送通知書又は無効宣

告請求の審査通知書に応答しなけれ

ばならない。期間が満了しても応答

がなされなかった場合、それは特許

復審委員会の審理に影響を与えな

い。 

第６８条 特許復審委員会は、特許

権無効宣告の請求書及び関連書類

の副本を、特許権者に送付し、指定

した期間内に意見を陳述するよう

要求しなければならない。 

 特許権者及び無効宣告の請求人

は、指定期間内に特許復審委員会が

発行した書類転送通知書又は無効

宣告請求の審査通知書に応答しな

ければならない。期間が満了しても

応答がなされなかった場合、それは

特許復審委員会の審理に影響を与

えない。 

第６８条 無効宣告請求の審査過程

において、発明又は実用新案の特許

権者は、その権利請求書の補正を行

うことができる。但し、原特許の保

第６９条 無効宣告請求の審査過

程において、発明又は実用新案の特

許権者は、その権利請求書の補正を

行うことができる。但し、原特許の
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護範囲を拡張してはならない。 

 発明又は実用新案特許の特許権者

は特許の明細書及び図面の補正を行

うことができず、意匠特許の特許権

者は図面、写真及び簡単な説明の補

正を行うことができない。 

保護範囲を拡張してはならない。 

 発明又は実用新案特許の特許権

者は特許の明細書及び図面の補正

を行うことができず、意匠特許の特

許権者は図面、写真及び簡単な説明

の補正を行うことができない。 

第６９条 特許復審委員会は、当事

者の請求又は案件の必要性に基づ

き、無効宣告請求に対し口頭審理を

行う決定をすることができる。 

 特許復審委員会が無効宣告請求に

対し口頭審理を行う決定をした場

合、当事者に口頭審理通知書を発行

し、口頭審理を行う期日と場所を告

知しなければならない。当事者は、

通知書で指定された期間内に応答し

なければならない。 

 無効宣告の請求人が、特許復審委

員会が発行した口頭審理通知書に対

して指定された期間内に応答をせ

ず、且つ口頭審理に参加しなかった

場合、その無効宣告の請求は取り下

げられたものとみなす。特許権者が

口頭審理に参加しなかった場合、欠

席審理を行うことができる。 

第７０条 特許復審委員会は、当事

者の請求又は案件の必要性に基づ

き、無効宣告請求に対し口頭審理を

行う決定をすることができる。 

 特許復審委員会が無効宣告請求

に対し口頭審理を行う決定をした

場合、当事者に口頭審理通知書を発

行し、口頭審理を行う期日と場所を

告知しなければならない。当事者

は、通知書で指定された期間内に応

答しなければならない。 

 無効宣告の請求人が、特許復審委

員会が発行した口頭審理通知書に

対して指定された期間内に応答を

せず、且つ口頭審理に参加しなかっ

た場合、その無効宣告の請求は取り

下げられたものとみなす。特許権者

が口頭審理に参加しなかった場合、

欠席審理を行うことができる。 

第７０条 無効宣告請求の審査過程

において、特許復審委員会が指定し

た期限は延長することができない。

第７１条 無効宣告請求の審査過

程において、特許復審委員会が指定

した期限は延長することができな

い。 

第７１条 特許復審委員会が無効宣

告の請求に対して決定を作成する前

には、無効宣告の請求人はその請求

を取り下げることができる。 

 特許復審委員会が決定を作成する

前に、無効宣告の請求人がその請求

を取り下げた場合、無効宣告請求の

第７２条 特許復審委員会が無効

宣告の請求に対して決定を作成す

る前には、無効宣告の請求人はその

請求を取り下げることができる。 

 特許復審委員会が決定を作成す

る前に、無効宣告の請求人がその請

求を取り下げた又はその無効宣告
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審査手続は終了する。 の請求が取り下げられたものとみ

なされた場合、無効宣告請求の審査

手続は終了する。但し、特許復審委

員会が、既に行った審査業務に基づ

いて特許権無効又は部分無効を宣

告する決定を作成し得ると認める

場合、審査手続は終了しない。 

第５章 特許実施の強制許諾 第５章 特許実施の強制許諾 

 第７３条 特許法第４８条第１号

でいうその特許の実施が不十分と

は、特許権者及びその被許諾者が、

その特許を実施する方式又は規模

が国内の特許物品又は特許方法の

需要を満たすことができないこと

をいう。 

 特許法第５０条でいう特許権を

取得した薬品とは、公共の健康問題

を解決するのに必要とされる医薬

領域中のいかなる特許物品又は特

許方法に従って直接得られた物品

をいい、特許権を取得した、当該物

品が必要とする活性成分の製造及

び当該物品が必要とする診断用品

の使用を含む。 

第７２条 特許権が授与された日か

ら３年の後、いかなる単位も特許法

第４８条の規定に従って国務院特許

行政部門に強制許諾を与えることを

請求できる。 

 強制許諾を請求する場合、国務院

特許行政部門に強制許諾請求書を提

出し、理由を説明するとともに関連

する証明書類を各一式２部添付しな

ければならない。 

 国務院特許行政部門は、強制許諾

請求書の副本を特許権者に送付しな

第７４条 強制許諾を与えること

を請求する場合、国務院特許行政部

門に強制許諾請求書を提出し、理由

を説明するとともに関連する証明

書類を添付しなければならない。 

 国務院特許行政部門は、強制許諾

請求書の副本を特許権者に送付し

なければならず、特許権者は国務院

特許行政部門が指定した期間内に

意見を陳述しなければならない。期

間が満了しても応答しなかった場

合、国務院特許行政部門が作成する
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ければならず、特許権者は国務院特

許行政部門が指定した期間内に意見

を陳述しなければならない。期間が

満了しても応答しなかった場合、国

務院特許行政部門が強制許諾に関し

て作成する決定に影響を及ぼさな

い。 

 国務院特許行政部門が作成する実

施強制許諾を与える決定は、強制許

諾実施の主なものが国内市場の需要

に応じるためであることに限定しな

ければならない。強制許諾に関わる

発明創造が半導体技術である場合、

強制許諾実施は公共の非商業的使

用、又は司法手続若しくは行政手続

を経て反競争行為であると確定さ

れ、救済を与える使用だけに限定さ

れなければならない。 

決定に影響を及ぼさない。 

 国務院特許行政部門は、強制許諾

の請求を却下する又は強制許諾を

与える決定を作成する前に、請求人

及び特許権者に立案した決定及び

その理由を通知をしなければなら

ない。 

 国務院特許行政部門が特許法第

５０条の規定に従って作成する強

制許諾を与える決定は、同時に中国

が締結している又は参加している

関連国際条約の、公共の健康問題を

解決するために強制許諾を与える

との規定を満たさなければならな

い。但し、中国がなした保留を除く。

第７３条 特許法第５４条の規定に

従い、国務院特許行政部門の使用料

の額の裁決を請求する場合、当事者

は、双方が協議を達成することがで

きなかった証明書類を添付した裁決

請求書を提出しなければならない。

国務院特許行政部門は、請求書を受

け取った日から３ヶ月以内に裁決を

し、当事者に通知しなければならな

い。 

第７５条 特許法第５７条の規定

に従い、国務院特許行政部門の使用

料の額の裁決を請求する場合、当事

者は、双方が協議を達成することが

できなかった証明書類を添付した

裁決請求書を提出しなければなら

ない。国務院特許行政部門は、請求

書を受け取った日から３ヶ月以内

に裁決をし、当事者に通知しなけれ

ばならない。 

第６章 職務発明創造の発明者又

は創作者に対する報奨及び報酬 

第６章 職務発明創造の発明者又

は創作者に対する報奨及び報酬 

 第７６条 特許権を授与された単

位は、 

特許法第１６条に規定された報奨

及び報酬の支給方式及び額につい

ては、発明者又は創作者と約定若し

くは法に従って制定した規則の中
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に規定することができる。 

企業、事業単位が発明者又は創作

者に与える報奨及び報酬は、国家の

関連財務、会計制度の規定に従って

処理を行う。 

第７４条 特許権を授与された国有

企業・事業単位は、特許権公告の日

から３ヶ月以内に、発明者又は創作

者へ奨励金を支給しなければならな

い。一件の発明特許の最低奨励金は、

少なくとも 

２，０００元、一件の実用新案特許

又は意匠特許の最低奨励金は少なく

とも５００元とする。 

発明者又は創作者の提案をその所

属単位が採用して完成させた発明創

造について、特許権を授与された国

有企業・事業単位は、発明者又は創

作者にできるだけよく奨励金を支給

しなければならない。 

発明者又は創作者への奨励金の支

給は、企業にあってはコストに算入

することができ、事業単位にあって

は事業費から支出することができ

る。 

第７７条 特許権を授与された単

位が、特許法第１６条に規定された

報奨の支給方式及び額を、発明者又

は創作者と約定していない場合、且

つ法に従って制定した規則の中に

規定していない場合、特許権公告の

日から３ヶ月以内に、発明者又は創

作者へ奨励金を支給しなければな

らない。一件の発明特許の最低奨励

金は、少なくとも３，０００元、一

件の実用新案特許又は意匠特許の

最低奨励金は少なくとも１，０００

元とする。 

発明者又は創作者の提案をその

所属単位が採用して完成させた発

明創造について、特許権を授与され

た単位は、発明者又は創作者にでき

るだけよく奨励金を支給しなけれ

ばならない。 

 

第７５条 特許権を授与された国有

企業・事業単位は、特許権の有効期

間内に、発明創造特許を実施した後、

毎年、当該発明又は実用新案特許の

実施にて得た利益の内、納税後のそ

れの２％以上、又は当該意匠特許の

実施にて得た利益の内、納税後のそ

れの０．２％以上を取り出し、発明

者又は創作者に報酬として給付し、

又は、上記の比率を参照して、発明

者又は創作者に報酬を一括して給付

第７８条 特許権を授与された単

位が、特許法第１６条に規定された

報酬の支給方式及び額を、発明者又

は創作者と約定していない場合、且

つ法に従って制定した規則の中に

規定していない場合、特許権の有効

期間内に、発明創造特許を実施した

後、毎年、当該発明又は実用新案特

許の実施の営業利益から２％以上、

又は当該意匠特許の実施の営業利

益の０．２％以上を取り出し、発明

 40



しなければならない。 

第７６条 特許権を授与された国有

の企業・事業単位は、その他の単位

又は個人にその特許の実施を許諾し

た場合、当該特許を許諾して取得し

た使用料の内、納税後のそれの１

０％以上を取り出し、報酬として発

明者又は創作者に給付しなければな

らない。 

者又は創作者に報酬として与え、又

は、上記の比率を参照して、発明者

又は創作者に報酬を一括して与え

なければならない。特許権を授与さ

れた単位は、その他の単位又は個人

にその特許の実施を許諾した場合、

取得した使用料の１０％以上を取

り出し、報酬として発明者又は創作

者に与えなければならない。 

第７７条 本章の奨励金及び報酬に

係る規定を、中国のその他の単位は、

参照・執行することができる。 

 

“削除” 

第７章 特許権の保護 第７章 特許権の保護 

第７８条 特許法及び本細則でいう

特許業務管理部門とは、省、自治区、

直轄市の人民政府、及び特許管理業

務量が大である又は実際の処理能力

を有する区を有する市の人民政府が

設立した特許業務管理部門を指す。

第７９条 特許法及び本細則でい

う特許業務管理部門とは、省、自治

区、直轄市の人民政府、及び特許管

理業務量が大である又は実際の処

理能力を有する区を有する市の人

民政府が設立した特許業務管理部

門を指す。 

第７９条 特許法第５７条に規定さ

れたものを除き、特許業務管理部門

は、当事者の請求に応じて、以下に

列記する特許紛争に対して調停を行

うことができる： 

（１）特許出願権及び特許権の帰属

紛争； 

（２）発明者、創作者の資格紛争；

（３）職務発明の発明者、創作者の

奨励金及び報酬紛争； 

（４）発明特許出願が公開された後、

特許権授与前、発明を使用している

が適当な費用が支払われていないこ

との紛争。 

前項第４号に列記された紛争に対

する、［特許権者］の特許業務管理部

 

 

 

 

 

 

“補正後第８５条として移設” 
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門への調停の請求は、特許権が授与

された後に提出しなければならな

い。 

第８０条 国務院特許行政部門は、

特許業務管理部門の特許紛争の処理

及び調停に対して、業務指導を行わ

らなければならない。 

第８０条 国務院特許行政部門は、

特許業務管理部門の特許侵害紛争

の処理、特許詐称行為を調査し処理

する及び特許紛争の調停に対して、

業務指導を行わらなければならな

い。 

第８１条 当事者が特許紛争の処理

又は調停を請求する場合、被請求人

の所在地又は権利侵害行為地の特許

業務管理部門がこれを管轄する。 

２以上の特許業務管理部門が、い

ずれも特許紛争の管轄権を有する場

合、当事者は、その中の一つの特許

業務管理部門へ請求を提出すること

ができる。当事者が２以上の管轄権

を有する特許業務管理部門に請求を

提出した場合、最先に受理した特許

業務管理部門がこれを管轄する。 

特許業務管理部門に管轄権に対す

る争議が発生した場合、その共通す

る上級の人民政府の特許業務管理部

門が管轄を指定する。共通する上級

の人民政府の特許業務管理部門がな

い場合、国務院特許行政部門が管轄

を指定する。 

第８１条 当事者が特許権侵害紛

争の処理又は特許紛争の調停を請

求する場合、被請求人の所在地又は

権利侵害行為地の特許業務管理部

門がこれを管轄する。 

２以上の特許業務管理部門が、い

ずれも特許紛争の管轄権を有する

場合、当事者は、その中の一つの特

許業務管理部門へ請求を提出する

ことができる。当事者が２以上の管

轄権を有する特許業務管理部門に

請求を提出した場合、最先に受理し

た特許業務管理部門がこれを管轄

する。 

特許業務管理部門に管轄権に対

する争議が発生した場合、その共通

する上級の人民政府の特許業務管

理部門が管轄を指定する。共通する

上級の人民政府の特許業務管理部

門がない場合、国務院特許行政部門

が管轄を指定する。 

第８２条 特許権侵害紛争の処理過

程において、被請求人が無効宣告請

求を提出し、且つ特許復審委員会に

受理された場合、特許業務管理部門

に処理の中止を請求することができ

る。 

第８２条 特許権侵害紛争の処理

過程において、被請求人が無効宣告

請求を提出し、且つ特許復審委員会

に受理された場合、特許業務管理部

門に処理の中止を請求することが

できる。 
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特許業務管理部門が、被請求人が

提出した中止理由は明らかに成立し

得ないと認める場合、処理を中止し

なくてもよい。 

 特許業務管理部門が、被請求人が

提出した中止理由は明らかに成立

し得ないと認める場合、処理を中止

しなくてもよい。 

第８３条 特許権者が、特許法第１

５条の規定に従い、特許物品又は当

該物品の包装上に特許標記を表示す

る場合、国務院特許行政部門が規定

する方式にて表示をしなければなら

ない。 

第８３条 特許権者が、特許法第１

７条の規定に従い、特許物品又は当

該物品の包装上に特許標識を表示

する場合、国務院特許行政部門が規

定する方式にて表示をしなければ

ならない。 

特許標識が前項の規定を満たさ

ない場合、特許業務管理部門は、責

任を持って訂正させる。 

第８４条 以下に列記する行為は、

他人の特許を詐称する行為に属す

る： 

（１）許可を得ずに、製造又は販売

された物品又は物品の包装上に他人

の特許番号を表示する； 

（２）許可を得ずに、広告又はその

他の宣伝材料中に他人の特許番号を

使用し、人に、言及されている技術

を他人の特許技術であると誤認させ

る； 

（３）許可を得ずに、契約中で他人

の特許番号を使用し、人に、契約で

言及されている技術が他人の特許技

術であると誤認させる； 

（４）他人の特許証書、特許書類、

又は特許出願書類を偽造又は変造す

る。 

 

 

第８５条 以下に列記する行為は、

非特許物品を以って特許物品と偽称

する、又は非特許方法を以って特許

第８４条 以下に列記する行為は、

特許法第６３条に規定された特許

を詐称する行為に属する： 

（１）特許権を授与されていない物

品若しくはその包装上に特許標識

を表示する、特許権の無効が宣告さ

れた後又は特許権が消滅した後で、

物品若しくはその包装上に特許標

識を引き続き表示する、又は許可を

得ずに、物品若しくは物品の包装上

に他人の特許番号を表示する； 

（２）第１号に記述の物品を販売す

る； 

（３）物品の説明書等の材料中に特

許権を授与されていない技術若し

くはデザインを特許技術若しくは

特許意匠と称し、特許出願を特許と

称し、又は許可を得ずに、他人の特

許番号を使用し、公衆に、言及され

ている技術若しくはデザインを特

許技術若しくは特許意匠であると

誤認させる； 

（４）特許証書、特許書類、又は特
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方法と偽称する行為に属する： 

（１）特許標記のある非特許物品を

製造又は販売する； 

（２）特許権の無効が宣告された後

で、製造又は販売された物品上に特

許標記を引き続き表示する； 

（３）広告又はその他の宣伝材料中

で、非特許技術を特許技術と称する；

（４）契約中で、非特許技術を特許

技術と称する； 

（５）特許証書、特許書類又は特許

出願書類を偽造又は変造する。 

許出願書類を偽造又は変造する； 

（５）公衆にその他の混淆を引き起

こさせ、特許権を授与されていない

技術若しくはデザインを特許技術

若しくは特許意匠であると誤認さ

せる 

特許権の消滅前に、法に従い、特

許物品、特許方法にて直接得られた

物品又はその包装上に特許標識を

表示し、特許権の消滅後に、当該物

品の販売の申し出をし、又は当該物

品を販売する場合には、それは特許

の詐称行為に属さない。 

特許を詐称している物品である

とは知らずに販売し、且つ当該物品

の合法的出所を証明できた場合、特

許業務管理部門は、責任を持って販

売を停止させる。但し、罰金を科す

処罰を免除する。 

［第７９条 特許法第５７条に規定

されたものを除き、特許業務管理部

門は、当事者の請求に応じて、以下

に列記する特許紛争に対して調停を

行うことができる： 

（１）特許出願権及び特許権の帰属

紛争； 

（２）発明者、創作者の資格紛争；

（３）職務発明の発明者、創作者の

奨励金及び報酬紛争； 

（４）発明特許出願が公開された後、

特許権授与前、発明を使用している

が適当な費用が支払われていないこ

との紛争。 

前項第４号に掲げられている紛争

に対する、特許権者の特許業務管理

部門への調停の請求は、特許権が授

第８５条 特許法第６０条に規定

されたものを除き、特許業務管理部

門は、当事者の請求に応じて、以下

に列記する特許紛争に対して調停

を行うことができる： 

（１）特許出願権及び特許権の帰属

紛争； 

（２）発明者、創作者の資格紛争；

（３）職務発明創造の発明者、デザ

イ 

ナーの奨励金及び報酬紛争； 

（４）発明特許出願が公開された

後、特許権授与前、発明を使用して

いるが適当な費用が支払われてい

ないことの紛争； 

（５）その他の特許紛争。 

前項第４号に掲げられている紛
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与された後に提出しなければならな

い。］ 

争に対する、当事者が特許業務管理

部門へ調停を請求する場合は、特許

権が授与された後に提出しなけれ

ばならない。 

第８６条 特許出願権又は特許権の

帰属紛争が発生し、既に、特許業務

管理部門に処理を請求し、又は人民

法院に提訴している場合、当事者は、

国務院特許行政部門に関連手続の中

止を請求することができる、 

前項の規定に従って関連手続の中

止を請求する場合、国務院特許行政

部門に請求書を提出し、且つ特許業

務管理部門又は人民法院の関連受理

書類の副本を添付しなければならな

い。 

特許業務管理部門が作成した処理

決定又は人民法院が作成した判決が

効力を発生した後、当事者は国務院

特許行政部門に関連手続を再開する

手続をとらなければならない。中止

の請求の日から１年以内に、特許出

願権又は特許権の帰属紛争が未だ結

審に至っておらず、関連手続の中止

の継続が必要な場合、請求人は当該

期間内に中止延長の請求をしなけれ

ばならない。期間が満了しても延長

の請求がなされなかった場合、国務

院特許行政部門は、自ら関連手続を

再開する。 

第８６条 特許出願権又は特許権

の帰属紛争が発生し、既に、特許業

務管理部門に調停を請求し又は人

民法院に提訴している場合、当事者

は、国務院特許行政部門に関連手続

の中止を請求することができる、 

前項の規定に従って関連手続の

中止を請求する場合、国務院特許行

政部門に請求書を提出し、且つ特許

業務管理部門又は人民法院の、特許

出願番号又は特許番号が明記され

た関連受理書類の副本を添付しな

ければならない。 

特許業務管理部門が作成した調

停書又は人民法院が作成した判決

が効力を発生した後、当事者は国務

院特許行政部門に関連手続を再開

する手続をとらなければならない。

中止の請求の日から１年以内に、特

許出願権又は特許権の帰属紛争が

未だ結審に至っておらず、関連手続

の中止の継続が必要な場合、請求人

は当該期間内に中止延長の請求を

しなければならない。期間が満了し

ても延長の請求がなされなかった

場合、国務院特許行政部門は、自ら

関連手続を再開する。 

第８７条 人民法院が、民事案件の

審理の中で、特許権に対して保全措

置を採るとの裁定をした場合、国務

院特許行政部門は、執行に協力する

際に、保全される特許権の関連手続

第８７条 人民法院が、民事案件の

審理の中で、特許出願権又は特許権

に対して保全措置を採るとの裁定

をした場合、国務院特許行政部門

は、出願番号又は特許番号が明記さ
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を中止する。保全期間が満了し、人

民法院が継続して保全措置をとると

の裁定をしなかった場合、国務院特

許行政部門は、自ら関連手続を再開

する。 

れた裁定書及び執行協力通知書を

受け取った日に、保全される特許出

願権又は特許権の関連手続を中止

しなければならない。保全期間が満

了し、人民法院が継続して保全措置

をとるとの裁定をしなかった場合、

国務院特許行政部門は、自ら関連手

続を再開する。 

 第８８条 国務院特許行政部門が

本細則第８６条及び第８７条の規

定に基づき、関連手続を中止すると

は、特許出願の、予備審査、実体審

査、復審手続、特許権授与手続及び

特許権無効宣告手続を暫時停止す

ること；放棄、変更、特許権又は特

許出願権の移転手続、特許権の質権

設定及び特許権期間が満了前の中

止手続を暫時停止することなどを

いう。 

第８章 特許登録及び特許公報 第８章 特許登録及び特許公報 

第８８条 国務院特許行政部門は特

許登録簿を備え、以下に列記する特

許出願及び特許権に関連する事項を

登録する。 

（１）特許権の授与； 

（２）特許出願権、特許権の移転；

（３）特許権の質権設定、保全及び

その解除； 

（４）特許実施許諾契約の届出； 

（５）特許権の無効宣告； 

（６）特許権の終了； 

（７）特許権の回復； 

（８）特許実施の強制許諾； 

（９）特許権者の氏名又は名称、国

籍及び住所の変更。 

第８９条 国務院特許行政部門は

特許登録簿を備え、以下に列記する

特許出願及び特許権に関連する事

項を登録する。 

（１）特許権の授与； 

（２）特許出願権、特許権の移転；

（３）特許権の質権設定、保全及び

その解除； 

（４）特許実施許諾契約の届出； 

（５）特許権の無効宣告； 

（６）特許権の終了； 

（７）特許権の回復； 

（８）特許実施の強制許諾； 

（９）特許権者の氏名又は名称、国

籍及び住所の変更。 
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第８９条 国務院特許行政部門は、

特許公報を定期出版し、以下に列記

する内容を公開または公告する。 

（１）特許出願中に記載の書誌事項；

（２）発明又は実用新案の明細書要

約、意匠の図面又は写真及びその簡

単な説明； 

（３）発明特許出願の実体審査の請

求、及び発明特許出願に対して国務

院特許行政部門が自ら実体審査を行

うとの決定； 

（４）機密保持特許の機密保持解除；

（５）発明特許出願の公開後の拒絶

査定、取下げ及び取り下げとみなさ

れ； 

（６）特許権の授与； 

（７）特許権の無効宣告； 

（８）特許権の終了； 

（９）特許出願権、特許権の移転；

（１０）特許実施許諾契約の届出；

（１１）特許権の質権設定、保全及

びその解除； 

（１２）特許実施の強制許諾の付与；

（１３）特許出願又は特許権の回復；

（１４）特許権者の氏名又は名称、

住所の変更； 

（１５）住所不明な当事者への通知；

（１６）国務院特許行政部門が作成

した更正； 

（１７）その他関連事項。 

 

発明又は実用新案の明細書及び添

付図面、権利請求書は、国務院特許

行政部門が、別途、全文を出版する。

第９０条 国務院特許行政部門は、

特許公報を定期出版し、以下に列記

する内容を公開または公告する。 

（１）発明特許出願の書誌事項及び

明細書要約； 

（２）発明特許出願の実体審査の請

求、及び発明特許出願に対して国務

院特許行政部門が自ら実体審査を

行うとの決定； 

（３）発明特許出願の公開後の拒絶

査定、取下げ、取り下げとみなされ、

放棄とみなされ、回復、移転； 

（４）特許権の授与及び特許権の書

誌事項； 

（５）発明又は実用新案特許の明細

書要約、意匠特許の一つの図面又は

写真； 

（６）国防特許、機密保持特許の機

密保持解除； 

（７）特許権の無効宣告； 

（８）特許権の終了、回復； 

（９）特許権の移転； 

（１０）特許実施許諾契約の届出；

（１１）特許権の質権設定、保全及

びその解除； 

（１２）特許実施の強制許諾の付

与； 

（１３）特許権者の氏名又は名称、

住所の変更； 

（１４）書類の公告送達； 

（１５）国務院特許行政部門が作成

した更正； 

（１６）その他関連事項。 
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第９１条 国務院特許行政部門は、

発明特許公報、発明特許出願の単行

本、並びに発明特許、実用新案特許

及び意匠特許の単行本を提供しな

ければならず、無料で公衆に閲覧さ

せなければならない。 

 第９２条 国務院特許行政部門は、

互恵の原則に従い、その他の国、地

区の特許機関又は地域性の特許組

織と特許文献を交換する責を負う。

第９章 料金 第９章 料金 

第９０条 国務院特許行政部門に特

許出願及びその他の手続を行う場合

には、以下に列記する料金を納付し

なければならない： 

（１）出願料、出願付加費、公開印

刷料； 

（２）発明特許出願の実体審査料、

復審料； 

（３）特許登録料、公告印刷料、出

願維持費、年金； 

（４）書誌事項変更料、優先権主張

料、権利回復請求料、期限延長請求

料、実用新案特許検索報告料； 

（５）無効宣告請求料、手続中止請

求料、強制許諾請求料、強制許諾使

用料の裁定請求料。 

前項に列記された料金の納付標準

は、国務院価格管理部門が国務院特

許行政部門とともにこれを定める。

第９３条 国務院特許行政部門に

特許出願及びその他の手続を行う

場合には、以下に列記する料金を納

付しなければならない： 

（１）出願料、出願付加費、公開印

刷料、優先権主張料； 

（２）発明特許出願の実体審査料、

復審料； 

（３）特許登録料、公告印刷料、年

金； 

（４）権利回復請求料、期限延長請

求料； 

（５）書誌事項変更料、特許権評価

報告請求料、無効宣告請求料。 

前項に列記された料金の納付標

準は、国務院価格管理部門、財政部

門が国務院特許行政部門とともに

これを定める。 

第９１条 特許法及び本細則に定め

る各種料金は、国務院特許行政部門

に直接納付することができる。また

郵便局若しくは銀行を通じて為替

で、又は国務院特許行政部門が規定

するその他の方式で以って納付する

第９４条 特許法及び本細則に定

める各種料金は、国務院特許行政部

門に直接納付することができる。ま

た郵便局若しくは銀行を通じて為

替で、又は国務院特許行政部門が規

定するその他の方式で以って納付
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こともできる。 

郵便局又は銀行を通じて為替で納

付する場合には、国務院特許行政部

門に送付する為替文書に、正確な出

願番号又は特許番号、及び納付する

料金の名称を明記しなければならな

い。本項の規定を満たしていない場

合、料金の納付手続が行われなかっ

たものとみなす。 

国務院特許行政部門に直接納付し

た場合には、納付当日を以って納付

日とする。郵便為替方式にて料金納

付がなされた場合には、郵便為替の

消印日を以って納付日とする。銀行

為替方式にて料金納付がなされた場

合には、銀行が実際に為替を振り出

した日を以って納付日とする。但し、

為替を振り出した日から国務院特許

行政部門が受領した日までが１５日

を超過している場合には、郵便局又

は銀行の証明がある場合を除き、国

務院特許行政部門が受領した日をも

って納付日とする。 

特許料金の過払い、重複払い、誤

納について、当事者は、納付日から

１年以内に、国務院特許行政部門に

対し払い戻し請求を提出することが

できる。 

することもできる。 

郵便局又は銀行を通じて為替で納

付する場合には、国務院特許行政部

門に送付する為替文書に、正確な出

願番号又は特許番号、及び納付する

料金の名称を明記しなければなら

ない。本項の規定を満たしていない

場合、料金の納付手続が行われなか

ったものとみなす。 

国務院特許行政部門に直接納付

した場合には、納付当日を以って納

付日とする。郵便為替方式にて料金

納付がなされた場合には、郵便為替

の消印日を以って納付日とする。銀

行為替方式にて料金納付がなされ

た場合には、銀行が実際に為替を振

り出した日を以って納付日とする。

特許料金の過払い、重複払い、誤

納について、当事者が、納付日から

３年以内に、国務院特許行政部門に

対し払い戻し請求を提出すること

ができ、国務院特許行政部門は返却

してやらねばならない。 

第９２条 出願人は、受理通知書を

受領後、遅くとも出願日から２ヶ月

以内に、出願料、公開印刷料及び必

要な付加費を納付しなければならな

い。期間が満了しても納付がなされ

なかった又は納付額が不足していた

場合、その出願は取下げられたもの

とみなす。 

第９５条 出願人は、出願日から２

ヶ月以内又は受理通知書を受領し

た日から 

１５日以内に、出願料、公開印刷料

及び必要な出願付加費を納付しな

ければならない。期間が満了しても

納付がなされなかった又は納付額

が不足していた場合、その出願は取
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出願人が優先権を主張している場

合、出願料の納付と同時に、優先権

主張料を納付しなければならない。

期間が満了しても納付がなされなか

った又は納付額が不足していた場

合、優先権の主張がなされなかった

ものとみなす。 

下げられたものとみなす。 

出願人が優先権を主張している

場合、出願料の納付と同時に、優先

権主張料を納付しなければならな

い。期間が満了しても納付がなされ

なかった又は納付額が不足してい

た場合、優先権の主張がなされなか

ったものとみなす。 

第９３条 当事者が、実体審査、権

利回復又は復審を請求する場合、特

許法又は本細則に規定された関連期

限内に料金を納付しなければならな

い。期間が満了しても納付がなされ

なかった又は納付額が不足していた

場合、請求が提出されなかったもの

とみなす。 

第９６条 当事者が、実体審査又は

復審を請求する場合、特許法又は本

細則に規定された関連期限内に料

金を納付しなければならない。期間

が満了しても納付がなされなかっ

た又は納付額が不足していた場合、

請求が提出されなかったものとみ

なす。 

第９４条 発明特許の出願人は、出

願日から満２年が経過しても未だ特

許権を授与されていない場合、第３

年度から出願維持費を納付しなけれ

ばならない。 

 

“削除” 

第９５条 出願人は、登録手続を行

う際、特許登録料、公告印刷料及び

特許権授与当年の年金を納付しなけ

ればならない。発明特許の出願人は、

各年度の出願維持費を一括して納付

しなければならないが、特許権授与

当年はその中に含まれない。期間が

満了しても料金が納付されなかった

場合、登録手続がなされなかったも

のとみなす。以後の年金は前年度の

期間が満了する１月前以内に前納し

なければならない。 

第９７条 出願人は、登録手続を行

う際、特許登録料、公告印刷料及び

特許権授与当年の年金を納付しな

ければならない。期間が満了しても

料金が納付されなかった又は納付

額が不足していた場合、登録手続が

なされなかったものとみなす。 

第９６条 特許権者が特許権授与当

年以降の年金を適時に納付しなかっ

た又は納付額が不足していた場合、

第９８条 特許権を授与された当

年以後の年金は前年度の期間が満

了する前に納付しなければならな
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国務院特許行政部門は、特許権者に、

年金を納付すべき日の満了から６ヶ

月以内に追納し、同時に滞納金を納

付するよう通知しなければならな

い。滞納金の金額は、規定の料金納

付期間を１月超える毎に当年の年金

額の５％を加算して計算される。期

間が満了しても納付がなされなかっ

た場合、特許権は、年金を納付すべ

き日が満了した日に消滅する。 

い。 

特許権者が納付しなかった又は

納付額が不足していた場合、国務院

特許行政部門は、特許権者に、年金

を納付すべき日の満了から６ヶ月

以内に追納し、同時に滞納金を納付

するよう通知しなければならない。

滞納金の金額は、規定の料金納付期

間を１月超える毎に当年の年金額

の５％を加算して計算される。期間

が満了しても納付がなされなかっ

た場合、特許権は、年金を納付すべ

き日が満了した日に消滅する。 

第９７条 書誌事項変更料、実用新

案特許検索報告料、手続中止請求料、

強制許諾請求料、強制許諾使用料の

裁定請求料、無効宣告請求料は、請

求を提出した日から１ヶ月以内に、

規定に従って納付しなければならな

い。期限延長請求料は、相当する期

間の満了日前に納付しなければなら

ない。期間が満了しても納付がなさ

れなかった又は納付額が不足してい

た場合、請求が提出されなかったも

のとみなす。 

 

第９９条 権利回復請求料は、本細

則に規定された関連期限内に納付

しなければならない。期間が満了し

ても納付がなされなかった又は納

付額が不足していた場合、請求が提

出されなかったものとみなす。  

期限延長請求料は、相当する期間

の満了日前に納付しなければなら

ない。期間が満了しても納付がなさ

れなかった又は納付額が不足して

いた場合、請求が提出されなかった

ものとみなす。 

書誌事項変更料、特許権評価報告

請求料、無効宣告請求料は、請求を

提出した日から１ヶ月以内に、納付

しなければならない。期間が満了し

ても納付がなされなかった又は納

付額が不足していた場合、請求が提

出されなかったものとみなす。 

第９８条 出願人又は特許権者が本

細則に規定された各種料金の納付が

困難である場合、規定に従い、国務

院特許行政部門に、軽減又は猶予の

第１００条 出願人又は特許権者

が本細則に規定された各種料金の

納付が困難である場合、規定に従

い、国務院特許行政部門に、軽減又
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請求を提出することができる。軽減

又は猶予の規則は、国務院財政部門、

国務院価格管理部門と協議して国務

院特許行政部門が規定する。 

は猶予の請求を提出することがで

きる。軽減又は猶予の規則は、国務

院価格管理部門、国務院特許行政部

門とともに国務院財政部門が規定

する。 

第１０章 国際出願に係る特別規

定 

第１０章 国際出願に係る特別規

定 

第９９条 国務院特許行政部門は、

特許法第２０条の規定に基づき、特

許協力条約に従って提出された特許

国際出願を受理する。 

特許協力条約に従って提出され、

且つ中国を指定した特許国際出願

（以下、国際出願という）の中国国

家段階への移行の条件及び手続に

は、本章の規定を適用する。本章に

規定がない場合、特許法及び本細則

の他の章の関連規定を適用する。 

第１０１条 国務院特許行政部門

は、特許法第２０条の規定に基づ

き、特許協力条約に従って提出され

た特許国際出願を受理する。 

特許協力条約に従って提出され、

且つ中国を指定した特許国際出願

（以下、国際出願という）の国務院

特許行政部門の処理段階への移行

（以下、中国国家段階への移行とい

う）の条件及び手続には、本章の規

定を適用する。本章に規定がない場

合、特許法及び本細則の他の章の関

連規定を適用する。 

第１００条 特許協力条約に従って

国際出願日が確定され、且つ中国を

指定した国際出願は、国務院特許行

政部門に提出された特許出願とみな

し、当該国際出願の出願日は、特許

法第２８条にいう出願日とみなす。

国際段階において、国際出願時又

は国際出願中に中国に対する指定を

取下げ又は取り下げたものとみなさ

れた場合、当該国際出願の中国にお

ける効力は消滅する。 

第１０２条 特許協力条約に従っ

て国際出願日が確定され、且つ中国

を指定した国際出願は、国務院特許

行政部門に提出された特許出願と

みなし、当該国際出願の出願日は、

特許法第２８条にいう出願日とみ

なす。 

第１０１条 国際出願の出願人は、

特許協力条約第２条にいう優先日

（本章では「優先日」という）から

３０ヶ月以内に、国務院特許行政部

門へ、国際出願を中国国家段階へ移

第１０３条 国際出願の出願人は、

特許協力条約第２条にいう優先日

（本章では「優先日」という）から

３０ヶ月以内に、国務院特許行政部

門へ、中国国家段階への移行手続を
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行させる以下に列記する手続を行わ

なければならない。 

（１）その国際出願を中国国家段階

に移行させる書面声明の提出。声明

中に、国際出願番号を明記し、且つ

獲得を要求する特許権の種類、発明

創造の名称、出願人の氏名又は名称、

出願人の住所及び発明者の氏名を中

文で明記しなければならず、上述の

内容は国際事務局の記録と一致して

いなければならない； 

（２）本細則第９０条第１項に規定

された出願料、出願付加費及び公開

印刷料の納付； 

（３）国際出願が中文以外の文字を

以って提出されている場合には、原

国際出願の明細書、権利請求書、図

面中の文字及び要約の中文の訳文を

提出しなければならない。国際出願

が中文を以って提出されている場合

には、国際公開書類中の要約の副本

を提出しなければならない。 

（４）国際出願に図面がある場合に

は、図面の副本を提出しなければな

らない。国際出願が中文を以って出

願されている場合には、国際公開書

類中の要約図面の副本を提出しなけ

ればならない。 

出願人が前項に規定された期限内

に中国国家段階への移行手続を行わ

なかった場合に、期限猶予料を納付

すれば、優先日から２２ヶ月又は３

２ヶ月の相応期限満了前に手続を行

うことができる。 

 

 

行わなければならない。出願人が当

該期間内に当該手続を行わなかっ

た場合に、期限猶予料を納付すれ

ば、優先日から３２ヶ月以内に中国

国家段階への移行手続を行うこと

ができる。 

 

 

 

第１０４条 出願人が、本細則第１

０３条の規定に従った中国国家段

階への移行手続を行う場合には、以

下に列記する要求を満たさなけれ

ばならない。 

（１）中文による、中国国家段階へ

の移行の書面声明の提出と、国際出

願番号及び獲得を要求する特許権

の種類の明記； 

（２）本細則第９３条第１項に規定

された出願料、公開印刷料、必要な

場合には本細則第１０３条に規定

された期限猶予料の納付； 

（３）国際出願が外国語を以って提

出されている場合には、原国際出願

の明細書、権利請求書の中文訳文の

提出； 

（４）中国国家段階への移行の書面

声明中への、発明創造の名称、出願

人の氏名又は名称、住所及び発明者

の氏名の明記；上述の内容は、世界

知的所有権機関国際事務局（以下、

国際事務局という）の記録と一致し

ていなければならない；国際出願中

に発明者が明記されていな 

かった場合には、上述の声明中に発

明者の氏名を明記する； 
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第１０３条 出願人の中国国家段階

へ移行させる手続の仕方が以下に列

記する事由の一にある場合、国務院

特許行政部門は、指定期間内に補正

を行うよう通知しなければならな

い： 

（１）要約の中文訳又は要約の副本

が提出されていない場合； 

（２）図面の副本又は要約の図面の

副本が提出されていない場合； 

（３）中国国家段階へ移行させる声

明において、発明創造の名称、出願

人の氏名又は名称、出願人の住所及

び発明者の氏名が中文を以って記載

されていない場合； 

（４）中国国家段階に移行させる声

明の内容又は様式が規定を満たして

いない場合。 

期間が満了しても出願人が補正を

行わなかった場合、その出願は取り

下げられたものとみなす。 

 

（５）国際出願が外国語を以って提

出されている場合には、要約の中文

の訳文の提出；図面及び要約図面が

ある場合には、図面及び要約図面の

副本の提出；図面中に文字がある場

合には、それを対応する中文の文字

に換える；国際出願が中文を以って

出願されている場合には、国際公開

書類中の要約及び要約図面の副本

の提出； 

（６）国際段階で国際事務局に出願

人変更手続をした場合、変更後の出

願人が出願権を享有することの証

明材料の提出； 

（７）本細則第９３条第１項に規定

された出願付加費の納付。 

本条第１項第１号乃至第３号の

要求を満たしている場合、国務院特

許行政部門は、出願番号を与え、国

際出願が中国国家段階に移行した

日付（以下、移行日という）を明確

にし、且つ出願人にその国際出願が

既に中国国家段階に移行したこと

の通知をしなければならない。 

国際出願が既に中国国家段階に

移行したが、本条第１項第４号乃至

第７号の要求を満たしていない場

合、国務院特許行政部門は、出願人

に指定期間内に補正を行うよう通

知をしなければならない。期間が満

了しても補正を行わなかった場合、

その出願は取り下げられたものと

みなす。 

第１０２条 出願人が、本細則第１

０１条第２項に規定された期間内に

中国国家段階へ移行させる手続を行

第１０５条 国際出願に以下に列

記する事由の一がある場合、その中

国における効力は消滅する： 
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わなかった場合、又は当該期間満了

時に以下に列記する事由の一にある

場合、その国際出願の中国における

効力は消滅する： 

（１）中国国家段階への移行の声明

中に国際出願番号が明記されていな

かった場合； 

（２）本細則第９０条第１項に規定

された出願料、公開印刷料及び本細

則第 

１０１条第２項に規定された期限猶

予料を納付しなかった場合； 

（３）国際出願が中文以外の文字で

提出されたが、原国際出願の明細書

及び権利請求書の中文訳が提出され

なかった場合。 

国際出願の中国における効力が既

に消滅している場合、本細則第７条

第２項の規定は適用しない。 

（１）国際段階において、国際出願

を取り下げた若しくは取り下げら

れたものとみなされた、又は国際出

願の中国に対する指定が取り下げ

られたものとみなされた場合； 

（２）出願人が優先日から３２ヶ月

以内に本細則第１０３条の規定に

従って中国国家段階への移行手続

をしなかった場合； 

（３）出願人が中国国家段階への移

行手続をしたが、優先日から３２ヶ

月の期限が満了しても本細則第１

０４条第１項第１号乃至第３号の

要求を依然として満たしていない

場合。 

前項第１号の規定により国際出

願の中国における効力が消滅した

場合、本細則第６条の規定は適用さ

れない。前項第２号、第３号の規定

により国際出願の中国における効

力が消滅した場合、本細則第６条第

２項の規定は適用されない。 

第１０４条 国際出願が国際段階に

おいて補正されており、補正がなさ

れた出願書類を審査の基礎とするこ

とを出願人が要求する場合、出願人

は、国務院特許行政部門が国内公開

の準備作業を完了する前に、補正の

中文の訳文を提出しなければならな

い。当該期間内に中文訳が提出され

なかった場合、国務院特許行政部門

は、出願人が国際段階で提出した補

正を考慮しない。 

第１０６条 国際出願が国際段階

において補正されており、補正がな

された出願書類を審査の基礎とす

ることを出願人が要求する場合、移

行日から２ヶ月以内に、補正部分の

中文訳を提出しなければならない。

当該期間内に中文の訳文が提出さ

れなかった場合、国務院特許行政部

門は、出願人が国際段階で提出した

補正を考慮しない。 

第１０５条 出願人が、中国国家段

階に移行させる手続を行う際には、

更に以下に列記する要求を満たさな

第１０７条 国際出願に係る発明

創造が特許法第２４条第１号又は

第２号に列記された事由の一にあ
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ければならない： 

（１）国際出願中に発明者が明記さ

れていなかった場合には、［中国国家

段階へ移行させる］声明中に発明者

の氏名を明記する； 

（２）国際段階で国際事務局に出願

人変更手続をした場合、変更後の出

願人が出願権を享有することの証明

材料を提出しなければならない； 

（３）出願人が、優先権の基礎とす

る先の出願の出願人と同一人でない

場合、又は先に提出された出願の後

に氏名を変更した場合であって、必

要な場合には、出願人が優先権を享

有することの証明材料を提出しなけ

ればならない； 

（４）国際出願に係る発明創造が、

特許法第２４条第１号又は第２号に

列記された事由の一にあり、国際出

願の提出の際に声明をしている場

合、中国国家段階に移行させる声明

中で説明をし、且つ中国国家段階に

移行させる手続を行った日から２ヶ

月以内に本細則第３１条第２項に規

定された関連証明書類を提出しなけ

ればならない。 

出願人が、前項第１号、第２号及

び第３号の要求を満たしていない場

合、国務院特許行政部門は、指定期

間内に補正を行うよう出願人に通知

しなければならない。期間が満了し

ても第１号又は第２号の内容の補正

を行わなかった場合、当該出願は取

り下げられたものとみなす。期間が

満了しても第３号の内容の補正を行

わなかった場合、当該優先権の主張

り、国際出願を提出する際に声明を

なしている場合、出願人は中国国家

段階への移行における書面声明中

で説明をし、且つ移行日から２ヶ月

以内に本細則第３０条第３項に規

定された関連証明書類を提出しな

ければならない。説明、又は期間が

満了しても証明書類の提出がなさ

れなかった場合、その出願には特許

法第２４条の規定を適用しない。 
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は提出されなかったものとみなす。

出願人が本条第１項第４号の要求

を満たしていない場合、その出願に

は特許法第２４条の規定を適用しな

い。 

第１０６条 出願人が、特許協力条

約の規定に従い、生物材料サンプル

の寄託に対して既に説明を行ってい

る場合、本細則第２５条第３号の要

求を既に満たしているとみなす。出

願人は、中国国家段階へ移行させる

声明中に、生物材料サンプルの寄託

事項を記載した書類及び当該書類中

の具体的記載位置を明記しなければ

ならない。 

出願人が、原提出国際出願の明細

書中に生物材料サンプルの寄託事項

を既に記載しているが、中国国家段

階に移行させる声明中に明記されて

いない場合、中国国家段階へ移行さ

せる手続を行った日から４ヶ月以内

に補正しなければならない。期間が

満了しても補正がなされなかった場

合、当該生物材料は寄託に供されて

いないものとみなす。 

出願人が、中国国家段階に移行さ

せる手続を行った日から４ヶ月以内

に、国務院特許行政部門に生物材料

サンプルの寄託証明及び生存証明を

提出した場合、本細則第２５条第１

号に規定された期間内に提出したも

のとみなす。 

第１０８条 出願人が、特許協力条

約の規定に従い、生物材料サンプル

の寄託に対して既に説明を行って

いる場合、本細則第２４条第３号の

要求を既に満たしているとみなす。

出願人は、中国国家段階へ移行させ

る声明中に、生物材料サンプルの寄

託事項を記載した書類及び当該書

類中の具体的記載位置を明記しな

ければならない。 

出願人が、原提出国際出願の明細

書中に生物材料サンプルの寄託事

項を既に記載しているが、中国国家

段階に移行させる声明中に明記さ

れていない場合、移行日から４ヶ月

以内に補正しなければならない。期

間が満了しても補正がなされなか

った場合、当該生物材料は寄託に供

されていないものとみなす。 

出願人が、移行日から４ヶ月以内

に、国務院特許行政部門に生物材料

サンプルの寄託証明及び生存証明

を提出した場合、本細則第２４条第

１号に規定された期間内に提出し

たものとみなす。 

 

 

第１０９条 国際出願に係る発明

創造の完成が遺伝資源に依存して

いる場合、出願人は、国際出願の中

国国家段階への移行段階の書面声
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明中で説明をし、且つ国務院特許行

政部門が制定した表に記入しなけ

ればならない。 

第１０７条 出願人が、国際段階で

一件又は多件の優先権を既に主張

し、中国国家段階への移行時に引き

続き有効である場合、特許法第３０

条の規定に従い書面声明が提出され

たものとみなす。 

出願人が国際段階で提出した優先

権の書面声明に、誤記又は先の出願

の出願番号の未記載があった場合、

中国国家段階に移行させる手続を行

う際に、訂正請求を提出する又は先

の出願の出願番号を記入することが

できる。出願人が訂正請求を提出す

るとき、優先権主張の訂正請求料を

納付しなければならない。 

出願人が、特許協力条約の規定に

従い、先の出願書類の副本を既に提

出国際段階で提出している場合、中

国国家段階に移行させる手続を行う

際に、国務院特許行政部門に先の出

願書類の副本を提出する必要はな

い。出願人が、国際段階で先の出願

書類の複本を提出していない場合で

あって、国務院特許行政部門が必要

と認める場合、指定期間内に追完す

るよう出願人に通知することができ

る。期間が満了しても出願人が追完

しなかった場合、その優先権の主張

を提出しなかったものとみなす。 

国際段階で優先権の主張を提出し

なかったとみなされ、且つ国際事務

局が当該情報を公開し、出願人が正

当な理由を有している場合、中国国

第１１０条 出願人が、国際段階で

一件又は多件の優先権を既に主張

し、中国国家段階への移行時に引き

続き有効である場合、特許法第３０

条の規定に従い書面声明が提出さ

れたものとみなす。 

出願人は、移行日から２ヶ月以内

に、優先権主張料を納付しなければ

ならない。期間が満了しても納付が

なされなかった又は納付額が不足

であった場合、当該優先権は主張さ

れなかったものとみなす。 

出願人が、特許協力条約の規定に

従い、先の出願書類の副本を既に提

出国際段階で提出している場合、中

国国家段階に移行させる手続を行

う際に、国務院特許行政部門に先の

出願書類の副本を提出する必要は

ない。出願人が、国際段階で先の出

願書類の複本を提出していない場

合であって、国務院特許行政部門が

必要と認める場合、指定期間内に追

完するよう出願人に通知すること

ができる。期間が満了しても出願人

が追完しなかった場合、その優先権

の主張を提出しなかったものとみ

なす。 
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家段階へ移行させる手続を行う際

に、国務院特許行政部門にその優先

権の主張の回復を請求することがで

きる。 

第１０８条 優先日から２０月の期

間が満了する前に、国務院特許行政

部門に国際出願の繰り上げ処理及び

審査を要求する場合、中国国家段階

への移行手続を行わなければならな

いことの外、特許協力条約第２３条

第２項の規定に従い、請求を提出し

なければならない。国際事務局が、

国務院特許行政部門に未だ国際出願

を送付していない場合、出願人は確

認を経た国際出願の副本を提出しな

ければならない。 

第１１１条 優先日から３０月の

期間が満了する前に、国務院特許行

政部門に国際出願の繰り上げ処理

及び審査を要求する場合、中国国家

段階への移行手続を行わなければ

ならないことの外、特許協力条約第

２３条第２項の規定に従い、請求を

提出しなければならない。国際事務

局が、国務院特許行政部門に未だ国

際出願を送付していない場合、出願

人は確認を経た国際出願の副本を

提出しなければならない。 

第１０９条 実用新案特許権の獲得

を要求する国際出願について、出願

人は、中国国家段階へ移行させる手

続を行った日から１ヶ月以内に、国

務院特許行政部門へ補正した明細

書、図面及び権利請求書を提出する

ことができる。 

発明特許権の獲得を要求する国際

出願については、本細則第５１条第

１項の規定を適用する。 

第１１２条 実用新案特許権の獲

得を要求する国際出願について、出

願人は、移行日から２ヶ月以内に、

特許出願書類に対する自発的な補

正を提出することができる。 

 発明特許権の獲得を要求する国

際出願については、本細則第５１条

第１項の規定を適用する。 

第１１０条 出願人が、提出した明

細書、権利請求書又は図面中の文字

の中分の訳文に錯誤の存在を発見し

た場合、以下に列記する期間内に原

国際出願書類に基づき訂正を提出す

ることができる： 

（１）国務院特許行政部門が国内公

開の準備作業を完了する前； 

（２）国務院特許行政部門が発行し

た発明特許出願が実体審査段階に移

第１１３条 出願人が、提出した明

細書、権利請求書又は図面中の文字

の中分の訳文に錯誤の存在を発見

した場合、以下に列記する期間内に

原国際出願書類に基づき訂正を提

出することができる： 

（１）国務院特許行政部門が、発明

特許出願の公開又は実用新案特許

権の公告の準備作業を完了する前；

（２）国務院特許行政部門が発行し
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行した通知書を受領した日から３ヶ

月以内； 

出願人が訳文の錯誤を訂正する場

合、書面請求を提出し、訳文の訂正

頁を提出し、且つ規定の訳文訂正料

を納付しなければならない。 

出願人が、国務院特許行政部門の

通知書の要求に従って訳文を訂正す

る場合、指定期間内に本条第２項に

規定された手続を行わなければなら

ない。期間が満了しても規定の手続

を行わなかった場合、当該出願は取

り下げられたものとみなす。 

た発明特許出願が実体審査段階に

移行した通知書を受領した日から

３ヶ月以内； 

出願人が訳文の錯誤を訂正する

場合、書面請求を提出し、且つ規定

の訳文訂正料を納付しなければな

らない。 

 出願人が、国務院特許行政部門の

通知書の要求に従って訳文を訂正

する場合、指定期間内に本条第２項

に規定された手続を行わなければ

ならない。期間が満了しても規定の

手続を行わなかった場合、当該出願

は取り下げられたものとみなす。 

第１１１条 発明特許権の獲得を要

求する国際出願に対して、国務院特

許行政部門が、予備審査を経て、特

許法及び本細則の関連規定を満たし

ていると認める場合、特許公報上で

公開しなければならない。国際出願

が中文以外の文字で以って提出され

ている場合、出願書類の中訳文を公

開しなければならない。 

発明特許権の獲得を要求する国際

出願について、国際事務局が中文で

以って国際公開を行った場合、国際

公開日から特許法第１３条の規定を

適用する。国際事務局が中文以外の

文字で以って国際公開を行った場合

には、国務院特許行政部門が公開し

た日から特許法第１３条の規定を適

用する。 

国際出願に対して、特許法第２１

条及び第２２条にいう公開とは、本

条第１項に規定された公開を指す。

第１１４条 発明特許権の獲得を

要求する国際出願に対して、国務院

特許行政部門が、予備審査を経て、

特許法及び本細則の関連規定を満

たしていると認める場合、特許公報

上で公開しなければならない。国際

出願が中文以外の文字で以って提

出されている場合、出願書類の中訳

文を公開しなければならない。 

発明特許権の獲得を要求する国

際出願について、国際事務局が中文

で以って国際公開を行った場合、国

際公開日から特許法第１３条の規

定を適用する。国際事務局が中文以

外の文字で以って国際公開を行っ

た場合には、国務院特許行政部門が

公開した日から特許法第１３条の

規定を適用する。 

 国際出願に対して、特許法第２１

条及び第２２条にいう公開とは、本

条第１項に規定された公開を指す。

第１１２条 国際出願が２件以上の 第１１５条 国際出願が２件以上
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発明又は実用新案を含む場合、出願

人は、中国国家段階へ移行させる手

続を行った後、本細則第４２条第１

項の規定に従い、分割出願を提出す

ることができる。 

国際段階において、国際調査機関

又は国際予備審査機関が、国際出願

が特許協力条約に規定された単一性

の要求を満たしていないと認めると

き、出願人の、規定に従った付加費

の未納付は、国際出願のある部分が

国際調査又は国際予備審査を経ない

ことを招来し、中国国家段階への移

行の際に出願人が前記部分を審査の

基礎とすることを要求し、国務院特

許行政部門が、国際調査機関又は国

際予備審査機関の発明の単一性に対

する判断が正確であると認める場

合、国務院特許行政部門は、指定期

間内に単一性の回復料を納付するよ

う出願人に通知しなければならな

い。期間が満了しても納付がなされ

なかった又は納付額が不足している

場合、国際出願中の調査を経ていな

い又は国際予備審査を経ていない部

分は取り下げられたものとみなす。

の発明又は実用新案を含む場合、出

願人は、移行日から本細則第４２条

第１項の規定に従い、分割出願を提

出することができる。 

 国際段階において、国際調査機関

又は国際予備審査機関が、国際出願

が特許協力条約に規定された単一

性の要求を満たしていないと認め

るとき、出願人の、規定に従った付

加費の未納付は、国際出願のある部

分が国際調査又は国際予備審査を

経ないことを招来し、中国国家段階

への移行の際に出願人が前記部分

を審査の基礎とすることを要求し、

国務院特許行政部門が、国際調査機

関又は国際予備審査機関の発明の

単一性に対する判断が正確である

と認める場合、国務院特許行政部門

は、指定期間内に単一性の回復料を

納付するよう出願人に通知しなけ

ればならない。期間が満了しても納

付がなされなかった又は納付額が

不足している場合、国際出願中の調

査を経ていない又は国際予備審査

を経ていない部分は取り下げられ

たものとみなす。 

第１１３条 出願人が本細則第１０

１条の規定に従って書類を提出し、

そして料金を納付した場合、国務院

特許行政部門は、書類を受領した日

を以って提出日と、料金を受領した

日を以って納付日とする。 

書類の提出が郵送過程で遅れが生

じた場合であって、出願人が、遅れ

を発見した日から１ヶ月以内に、当

該書類は本細則第１０１条に規定さ
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れた期間の満了５日前に既に郵送に

付されたことを証明した場合、当該

書類は期間満了日に受領されたもの

とみなす。但し、出願人の証明の提

出時期は、本細則第１０１条に規定

された期間満了後６月より遅くなっ

てはならない。 

出願人の本細則第１０１条に従っ

た国務院特許行政部門への書類の提

出は、ファクシミリ方式を用いるこ

とができる。出願人がファクシミリ

方式を用いた場合、国務院特許行政

部門が受領した日を以って提出日と

する。出願人は、ファクシミリ発送

の日から１４日以内に、ファクシミ

リの原文を国務院特許行政部門に提

出しなければならない。期間が満了

しても原文を提出しなかった場合、

当該書類を提出しなかったものとみ

なす。 

“削除” 

第１１４条 国際出願が優先権を主

張している場合、出願人は、中国国

家段階に移行させる手続を行う際

に、優先権主張料を納付しなければ

ならない。納付しなかった又は納付

額が不足している場合、国務院特許

行政部門は、指定した期間内に納付

するよう出願人に通知しなければな

らない。期間が満了しても依然とし

て納付されていない又は納付額が不

足している場合、当該優先権を主張

していないものとみなす。 

 

 

 

 

“削除”  

第１１５条 国際出願が、国際段階

で、関係する国際機関に国際出願日

の付与を拒絶される又は取り下げら

れたものとみなす宣告がなされた場

第１１６条 国際出願が、国際段階

で、関係する国際機関に国際出願日

の付与を拒絶される又は取り下げ

られたものとみなす宣告がなされ
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合、出願人は、通知を受領した日か

ら２ヶ月以内に、国際出願の保存書

類中のいかなる書類の副本を国務院

特許行政部門へ送付するよう国際事

務局に請求し、且つ当該期間内に国

務院特許行政部門へ本細則第１０１

条に規定された手続を行うことがで

きる。国務院特許行政部門は、国際

事務局が送付した書類を受領した

後、国際機関が作成した決定が正確

であるか否かに対して、再度審査を

行わなければならない。 

た場合、出願人は、通知を受領した

日から２ヶ月以内に、国際出願の保

存書類中のいかなる書類の副本を

国務院特許行政部門へ送付するよ

う国際事務局に請求し、且つ当該期

間内に国務院特許行政部門へ本細

則第１０３条に規定された手続を

行うことができる。国務院特許行政

部門は、国際事務局が送付した書類

を受領した後、国際機関が作成した

決定が正確であるか否かに対して、

再度審査を行わなければならない。

第１１６条 国際出願に基づいて授

与された特許権において、訳文の錯

誤により、特許法第５６条の規定に

従い確定された保護範囲が国際出願

の原文に書き表された範囲を超える

場合、原文を依拠として限定される

保護範囲を基準とする。保護範囲が、

国際出願の原文に書き表された範囲

より狭くなっている場合には、授権

された時点の保護範囲を基準とす

る。 

第１１７条 国際出願に基づいて

授与された特許権において、訳文の

錯誤により、特許法第５９条の規定

に従い確定された保護範囲が国際

出願の原文に書き表された範囲を

超えている場合、原文に依拠して限

定される保護範囲を基準とする。保

護範囲が、国際出願の原文に書き表

された範囲より狭くなっている場

合には、授権された時点の保護範囲

を基準とする。 

第１１章 附則 第１１章 附則 

第１１７条 国務院特許行政部門の

同意を得た後、何人も既に公開又は

公告された特許出願の包袋及び特許

登記簿を閲覧又は複製をすることが

できる。また、国務院特許行政部門

に、特許登記簿の副本の交付を請求

することができる。 

既に取り下げられたとみなされ、

拒絶査定され、及び自発的に取り下

げた特許出願の包袋は、当該特許出

願が失効した日から満２年以降、そ

れを保存しない。 

第１１８条 国務院特許行政部門

の同意を得た後、何人も既に公開又

は公告された特許出願の包袋及び

特許登記簿を閲覧又は複製をする

ことができる。また、国務院特許行

政部門に、特許登記簿の副本の交付

を請求することができる。 

既に取り下げられたとみなされ、

拒絶査定され、及び自発的に取り下

げた特許出願の包袋は、当該特許出

願が失効した日から満２年以降、そ

れを保存しない。 
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既に放棄され、全部無効を宣告さ

れ、及び消滅した特許権の包袋は、

特許権が失効した日から満３年以

降、それを保存しない。 

既に放棄され、全部無効を宣告さ

れ、及び消滅した特許権の包袋は、

特許権が失効した日から満３年以

降、それを保存しない。 

第１１８条 国務院特許行政部門へ

の出願書類の提出又は各種手続の実

行には、国務院特許行政部門が制定

した統一様式を使用し、出願人、特

許権者、その他利害関係者又はその

代表者が署名又は捺印しなければな

らない。特許代理機構に委託した場

合には、特許代理機構が捺印しなけ

ればならない。 

発明者の氏名、特許出願人及び特

許権者の氏名又は名称、国籍及び住

所、特許代理機構の名称、住所及び

代理人の氏名の変更を請求する場

合、国務院特許行政部門に書誌事項

変更手続を行い、且つ変更理由の証

明材料を添付しなければならない。

第１１９条 国務院特許行政部門

への出願書類の提出又は各種手続

の実行には、出願人、特許権者、そ

の他利害関係者又はその代表者が

署名又は捺印しなければならない。

特許代理機構に委託した場合には、

特許代理機構が捺印しなければな

らない。 

 発明者の氏名、特許出願人及び特

許権者の氏名又は名称、国籍及び住

所、特許代理機構の名称、住所及び

代理人の氏名の変更を請求する場

合、国務院特許行政部門に書誌事項

変更手続を行い、且つ変更理由の証

明材料を添付しなければならない。

第１１９条 国務院特許行政部門へ

の出願又は特許権に関係する書類の

郵送は、書留郵便を使用しなければ

ならず、小包を使用してはならない。

最初に提出する出願書類を除き、

国務院特許行政部門に書類を提出す

る及び各種手続を実行する際には、

出願番号又は特許番号、発明創造の

名称並びに出願人又は特許権者の氏

名又は名称を明示しなければならな

い。 

１通の郵便物中には同一の出願の

書類だけを入れなければならない。

第１２０条 国務院特許行政部門

への出願又は特許権に関係する書

類の郵送は、書留郵便を使用しなけ

ればならず、小包を使用してはなら

ない。 

最初に提出する特許出願書類を

除き、国務院特許行政部門に書類を

提出する及び各種手続を実行する

場合には、出願番号又は特許番号、

発明創造の名称並びに出願人又は

特許権者の氏名又は名称を明示し

なければならない。 

 １通の郵便物中には同一の出願

の書類だけを入れなければならな

い。 

第１２０条 各種の出願書類は、印 第１２１条 各種の出願書類は、印
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字又は印刷しなければならない。文

字は黒色を呈し、整然・鮮明でなけ

ればならず、書き直しがあってはな

らない。図面は製図用具及び黒色イ

ンクを用いて作図しなければなら

ず、線は、鮮明でなければならず、

書き直しがあってはならない。 

願書、明細書、権利請求書、図面

及び要約は、それぞれアラビア数字

を用いて順序番号を付けなければな

らない。 

出願書類の文字部分は横書きでな

ければならない。紙は片面使用に限

られる。 

字又は印刷しなければならない。文

字は黒色を呈し、整然・鮮明でなけ

ればならず、書き直しがあってはな

らない。図面は製図用具及び黒色イ

ンクを用いて作図しなければなら

ず、線は、鮮明でなければならず、

書き直しがあってはならない。 

願書、明細書、権利請求書、図面

及び要約は、それぞれアラビア数字

を用いて順序番号を付けなければ

ならない。 

出願書類の文字部分は横書きでな

ければならない。紙は片面使用に限

られる。 

第１２１条 国務院特許行政部門

は、特許法及び本細則に基づいて特

許審査指南を制定する。 

第１２２条 国務院特許行政部門

は、特許法及び本細則に基づいて特

許審査指南を制定する。 

第１２２条 本細則は、２００１年

７月１日に施行する。同時に、１９

９２年１２月１２日に国務院が改訂

を批准し、１９９２年１２月２１日

に中国特許局が公布した「中華人民

共和国特許法実施細則」は廃止する。

第１２３条 本細則は、２００１年

７月１日に施行する。同時に、１９

９２年１２月１２日に国務院が改

訂を批准し、１９９２年１２月２１

日に中国特許局が公布した「中華人

民共和国特許法実施細則」は廃止す

る。 
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